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資料紹介
スペイン経済： 1982年（上）—スペイン銀行
『年次報告」より＊一—
楠
?
義
はしがき
1982年におおかたのスペイン人を興奮のるっぽに投げ込んだ出来事は，少なくとも二つ
あるように思える。ひとつは.6月13日にバルセロナで開幕され， 7月11日にマドリードで
イタリアの優勝でもって幕を閉じたサッカーのワールドカップであろう。サッカーは疑い
なくスペイン人にとって最も愛好されているスボーツなのである。ついでながら闘牛は，
ちょうどわが国の相撲と同じようなファン層と人気を保持しており， 「国技」と呼ぶにふ
さわしい。
ふたつめの重大な出来事は， 10月28日に起こった。フェリペーゴンザレス-マルケスの率
いるスペイン社会労働党 PSOEが，総選挙で圧勝したのである。「スベインにおいて左
翼が， 43年あまりの右派政権（注）の後に，社会労働党の総選挙での圧勝をもって政権の
＊本稿は， 1990年度の関西大学・学術研究助成基金による共同研究（テーマ： 「南欧
NIESと東アジア NIESの経済・社会発展の比較研究」）の成果の一部である。
注） 1939年4月に「スペイン内戦」で勝利をおさめたフランコが独裁体制を敷いて以来，
その死後も政権は， 1982年の秋まで右派の掌中にあった。つまり，フランコの生前か
ら首相を務めていたアリアス＝ナバロが， その死後も引き続いて政権を担当していた
のであるが， 1976年7月に民主化をめぐる左右からの批判の渦中で退陣を余儀なくさ
れた〔この間の事情については本誌39巻3号190~191ページの参考資料Aを見られた
い〕。その後をアドルフォ＝アスレスが継承して「上からの改革」を進めたけれども，
ちなみにかれの前職は，フランコ時代に公認されていた唯一の政党「国民運動」の全
国会議・事務局長であった。そしてかれは，突如， 1.981年1月末に「その政治的動機
を説明することなく」 (ELPAIS, 1981年1月30日付）当時の政権政党であった民主
中道連合 UCDの党首としたがってまた首相の座を， レオポルド＝カルポーソテロ蔵
相ー一この人物の父は， 「スペイン内戦」前夜の左右両派の暗殺合戦で犠牲になった
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座に復帰した。社会労働党は,1975年のフランコ将軍の死後に実施された第3回目の総選
挙で (350議席のうち） 201議席という絶対多数（相対得票率46%)を獲得したのである」
〔ELPAIS, 198碑 10月29日付〕。
かくてここに．フランコ以後の政治的社会的諸改革の総仕上げが「王政社会主義」の形
で実現したと見なしうる。 しかし，その反面で，解決を先送りされた経済諸問題は山積し
ており，その実情は，本「年次報告」からも読み取れるであろう。
なお．この年のスペイン銀行『年次報告： 1982年版」 lnformeAnual 1982の目次は．
以下のとおりであり．小稿はその第2章の前半を訳出したものである。
第1章国際経済
1節 1982年の世界経済の推移
1.1 生産，雇用，物価
1. 2 国際貿易と国際収支
1. 3 経済政策と1983年の見通し
2節今後数年間における貿易問題と融資問題
2.1 この数年来の保護主義
2.2 _銀行融資の問題
3節 1982年の為替市場と金市場
3.1 為替市場と金市場の推移
3.2 1982年の金価格
保守派の大立者ホセ＝カルボ＝ソテロである一—ーにゆずった。辞任したアドルフォ＝ス
アレスとカルボーソテロの引継が行われているその間隙を突くかのように， 1981年2
月23日夕刻，国防省直属の「治安警備隊」の極右派軍人ら約150名が軍事政権樹立を
要求して，テレビ実況放送中の国会に乱入し占拠した（その模様は，はからずも全国
の家庭へ生中継された）。・しかし，彼らが頼みの網とした国王ファン＝カルロス I世の
毅然たるクーデター反対表明によって事なきを得て，翌朝10時頃にはこのクーデター
未遂事件も終結したのである。この2.23(クーデター）事件を最後にフランコの残滓
は一掃されたと判断したい。そして， このカルポーソテロ自身は， 1982年10月の総選
挙で落選の憂き目にあっている。
なお，フランコ時代からフェリペ時代までのスペインの社会的政治的プロセスを見
事に描いた作品として，野々山真輝帆「スペインの紅いバラ』白水社 (1984年）の一
読を薦めたい。
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3.3 19~2年のペセタの為替レートの推移
3.4 1983年第I四半期における為替市場とペセタの推移
第2章スペイン経済
1節 1982年のスベイン経済＿般的特徴
2節生産，需要物価，雇用
2.1 生産
2.1.1 第一次産業
2.1. 2 第二次産業
2.1. 3 サービス業
2.2需要
2.2.1 国内需要
2.2.2外国需要
2.3 物価，生産コスト，所得
2.3.1 物価の推移
2.3.2 物価，生産コスト，営業余剰の推移
2.3.3 国際比較
2.4 生産諸要素の利用：雇用
2.4.1 雇用，生産性，失業
2.4.2 工業における労働コストと労働需要の動向
2.4.3 労働市場と雇用政策
3節公共部門
3.1 歳入
3.2歳出
第3章金融政策
1節金融政策の目標と展開
2節信用システムおよび公共部門と民間部門へのファイナンス
3節金融市場への介入
4節金融の革新過程と金融政策への影響
第4章スペイン経済のファイナンス
1節スペイン経済の金融面の不均衡
2節利子率の推移
本書 170ページ
170 11 
182 11 
182 II 
182 II 
187 , 
195 11 
200 II 
201 II 
222 II 
以下次号につづく。
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3節政府部門のファイナンス
4節民間部門のファイナンス
5節諸金融機関の進展
6節 スペイン経済の外国からのファイナンス
付表スペイン銀行の権限にかんして採択された主な法令〔1982年1月~1983年3月〕
補遺〔巻末〕統計表 Apendice Estadistico 
略号一覧
ANF AC : Asociaci6n Nacional de Fabricantes de Autom6viles y Camiones. 
全国乗用車・トラック製造業連盟
ANPCE : Asociaci6n Nacional de Promotores Constructores de Edificios. 
BE : Banco de Espana. 
全国建物建設・販売業連盟
スペイン銀行
CAMPSA : Compafiia Arrendataria del Monopolio de Petr6leos, S. A. 
石油専売株式会社
DGA : Direcci6n General de Aduanas. 税関庁
EPA : Encuesta poblaci6n activa. 労働力調査
INE : Institute Nacional de Estadistica. 国民統計協会
MOPU: Ministerio de Obras Publicas y Urbanismo. 公共事業・都市整備省
OFICEMEN : Agrupaci6n de Fabricantes de Cemento de Espana. 
スペイン・セメント製造業連合会
SEOP AN : Asociaci6n Ernpresas Constructoras de Am bito Nacional. 
全国建設企業連盟
UNESID : Union de Empresas Siderurgicas. 製鉄業連合
なお，〔 〕は原書のカッコを，（ ）は訳者による加筆を示す。
スペイン経済
1. 1982年のスペイン経済—一般的特徴
1982年をつうじて工業諸国の経済活動が回復するという当初の予想は外れたが，そのこ
とはスペインにも影響を及ぼした。大部分のヨーロッパ諸国と同様に，同年初めの数力月
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間みられた需要水準の上昇は，主として輸出と民間消費が衰退したために，晩春には中断
してしまった。そこで，同年下半期は周知の落胆ムードにおおわれ，それは年末の数力月
にわたって垣間見られた改善の兆しによってもほとんど解消されなかった。
全体として＿また，こうした状況の結果としてー~ 国内総生産 GDPの実
質成長率は推定で 1.2%という非常に低いものになったが， こうした成長を主としてもた
らしたのはサービス部門であった。というのも，工業での実質付加価値は低下し，また建
設業と農業の寄与度は， プラスとはいえ無視しうるほどであったからである〔2-1表を
みよ〕。農業部門は依然として長い旱魃の影響下にあり， 1982年には一ー前年のひどい後
退にもかかわらずー一非常にわずかな改善しか見られなかった。建設部門は同年初めに
形成された直近の推移にかんする（楽観的な）予想を裏切り，また公共事業から剌激をう
けたにもかかわらず非常にわずかな伸びしか示さなかった。産業活動の衰退はあらゆる分
野に蔓延していたが，とくにプラント生産部門でひどかった。ある程度の活力を示したの
はサービス部門だけであり，そうした活力の主な源泉は政府部門サービスと—その程度
はより低いが一ー観光業に求められる。
需要の側について言えば， その国内要因は実質でわずか0.6形の伸びにとどまったが，
それでもこの率は， 1981年の後退〔ー1.8%〕に比べると改善されたことになる。そうし
た改善の原因は消費需要に求められる。他方，総資本形成は後退を記録したのである。経
済主体別にみると， 内需の改善は公共部門に起因しており， その消費支出と投資支出は
1982年にそれぞれ6.1%と14.9%も伸びたのに対して， 民間部門全体の内需は後退を記録
した。 というのは， 消費はわずかに〔0.4%〕上昇したけれども， 民間の総資本形成は
-3.7彩も後退したからである〔2ー 1表をみよ〕。
財・サービスの輸出のほうはより底堅い伸び率を記録した。もっとも， 2-1表に載っ
ている実質7%の増加率—それは1981年の7.9形に非常に近いものである一ーの一部は，
スペインの石油精製業者が「マキラ制」（原油を精製してその一定割合を石油輸入相手国
へ再輸出する制度）のもとで加工した製品の再輸出の急増に起因している。その他のスペ
インの商品輸出は， 1981年から1982年かけてかなり鈍化したのである。
全体として財・サービスの最終需要—つまり内需プラス輸出ーーは実質で， 1981年の
-0.5%の後退に対して1982年には1.5%増加した。そして，こうした最終需要の伸びに伴
って実質 GDPは1.2彩上昇し， また輸入も3.4%増加した。 もっとも， この輸入増は，
—輸出に見られたのとは対照的に一エネルギー関連製品の購入ではなくむしろ非エネ
ルギー関連製品の購入に集中しており， これらの製品輸入は1981年に記録された一8.3%
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の低下から1982年には6.5%の上昇に転じたのである。
こうした集計最の大雑把な数値の推移は，公共支出によってかろうじてその成長率が支
えられている停滞した（スペイン）経済を反映しており， 1982年にはこの公共支出に民間
消費のささやかな伸びが付け加えられたのである。しかし，そこでは投資が―とくに生
産的な投資が一ー相変わらず低迷している。つまり，スペイン経済では，①全体として弱
々しい生産的投資は，生産コストの低下と人員の削減とをねらった，既存の生産（設備）
能力の合理化計画においてなんとか命脈を保っているにすぎず， また， ③その輸入性向
2 -1表主なマクロ経済指標： 1982年 単位： 10億ペセタ，％
1. 民間消費
2. 公共消費
3. 総固定資本形成
固定資本
建 設
プラント
在庫変動
4. 国内需要〔1~ 3〕
5. 財・サービス輸出
6. 財・サービス輸入
1. 経常海外余剰〔5-6〕
8. 国内総生産〔市場価格表示〕
9. 第一次産業
10. 非農業部門
工業
建設業
サービス業
1. 国内総生産〔要素費用表示〕
12. 純間接税
〔参考〕
民間総固定資本形成
公共総固定資本形成
GDPのうち民間サービス
GDPのうち政府サービス
出所〕 INEとBE。
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I 1981 
時価表示
. 12.011.0 
2,035.2 
3,524.6 
3,425.6 
2,216.7 
1,208.9 
99.0 
17,570.8 
3,004.1 
3,358.6 
-354. 5 
17,216.3 
1,018.0 
15,188.1 
4,693.0 
1,182.4 
9,312.7 
16,206.1 
1,010.2 
3,058.9 
366.7 
7,602.3 
1,710.4 
1982 変化率 GDP 
轟表ホ書1時価表示 実質 1価格 1名目 譴度; 
12,059.0 13,795.5 0.4 14. 4 14.9 0.28 
2,159.1 2,405.7 6. 1 1. 4 18.2 0. 72 
3,462.9 3,873.4 -1.8 11.9 9.9 -0.36 
3,381.3 3,782.0 -1.3 1. 9 10.4 -0.26 
2,216.7 2,471.6 0. 0 1. 5 1. 5 0.00 
1,164,6 1,310.4 -3.7 12.5 8.4 -0.26 
81. 6 91. 4 -0.10 
17,681.0 20,074,6 〇.613.5 14.2 0.64 
3,214.6 3,635.1 7.0 13.1 21. 0 1.22 
3,472.9 3,9?2.9 3.4 14.4 18. 3 -0.66 
-258. 3 -337. 8 0.56 
17,422.7 19,736.8 1.2 13.3 14.6 1. 20 
1,031.2 1,187.0 1. 3 15.1 16.6 0.08 
15,366.1 17,443.4 1.2 13.5 14.8 1.10 
4,669.5 5,207.7 -0.5 1. 5 11.0 -0.15 
1,188.3 1,310.7 0.5 10.3 10. 9 0.04 
9,508.3 10,925.0 2.1 14.9 17.3 1. 21 
16,39?.3 18,630.4 1.2 13.6 15. 0 1.18 
1,106.4 
2,959.8 3,310.7 -3.2 1. 9 8.2 -0.57 
421. 3 471. 3 14.9 1. 9 28.5 0.31 
7,727.0 8,959.4 1. 6 15.9 17.9 0.78 
1, 781. 3 1,965.6 4.1 10.3 14.8 0.43 
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も，エネルギ一部門で見られた進展を別にすれば，高まりつつあるように思える。換言す
れば，スペイン経済は，物価・雇用・国際収支・公共赤字の分野でつよい不均衡に陥って
いるのである。
物価について言えば，インフレーションは1982年に鈍化への強い抵抗を示した。消費者
物価でみると1981年の 14.6%に対して 1982年には 14.4%の上昇が， また要素費用表示の
GDPデフレーターでみても1981年の12.3%に対して1982年には13.6%の上昇が生じたの
である。この物価問題にかんして，①食料品価格と若干のサービス価格に焦点を合わせ，
②その問題を1982年初めの数力月に限定し，さらに③それを旱魃やサッカー世界選手権（ス
ペインで開催されたワールドカップ82)といった外生的要因に関連づけることは，確かに
可能である。しかし，スベインのような強い（インフレ）兆候をもった経済においては，
物価上昇の局部的，一時的かつ外生的な加速化といえども，インフレーションの基本的で永
続的な核心に影響しないであろうとは，それほど確かには言えないのである。そして，こ
のインフレーションの核心は，そうした一時的な要因がおさまった後にも，確かに，鈍化
への周知の抵抗を示したのである。物価にかんする 1982年のスペインの経験は，大半の
工業諸国のそれとは対照的である。これらの国では，世界市場における原材料や石油の価
格低下傾向と需要の衰退から，インフレ率のかなりの引下げが可能になった。その結果，
スペインと工業諸国全体とのインフレ格差は， 1982年に拡大する傾向が生じたのである。
生産コストを構成する諸要素はすべて1982年にその名目上昇率を鈍化させたが，とくに
エネルギーと輸入投入財の場合は，ペセタの減価（下落）にもかかわらず際立っていた。
労働コストの場合，非農業部門におけるその鈍化はわずかであり，しかもそのかなりの部
分は社会的な原因によるものであった。というのも貨幣賃金は，国民雇用協定ANEに含
まれている「自動的（賃金）改定条項」が適用された結果，当初の予想より上昇したから
である。かくして実質賃金は，非農業部門において低下せず，また工業の場合には＿か
れら（労働者）が携わった製品の価格を基準にして算定する〔これば企業の雇用決定にか
んして採られている（実質賃金の）算定方法である〕ならば一ーかなり上昇したのである。
単位労働コストの鈍化も，スペイン経済の平均生産性に見られたより小さな伸びの故にあ
まり大きくなかった。生産性がそれほど伸びなかったのは，この数年来コスト削減の重要
な要因であった雇用低下のリズムが， 1982年に著しく弱まったからである。実際，スペイ
ン経済の総雇用は， 1980年の44万2000人減や1981年の28万8000人減に対して， 1982年には
約7万人の減少にとどまったのである。長年来の農業雇用の低下は1982年に＿部は人
口動態上の理由から，また一部は非農業部門における労働市場の衰退を反映して一一停止
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2-2 A表経常収支 単位： 10億ペセタ
1981 〔司 19認〔b〕
受諏1支払 1収支尻受取1支払 I 収支尻
貿易収支〔c〕 1,943.3 2,869.7 -926.4 2,358.2 3,379.1 -1, 020. 9 
貿易外収支 1,241.4 920.5 320.9 1,509.1 1,108.5 400.6 
運賃・保険・用船料 281.7 226.4 55.3 322.6 262.7 59.9 
旅行収支 628.4 93.9 534.5 787.6 111. 6 676.0 
投資収益 161.5 390.6 -229.1 181.6 450.4 -268.8 
政府間取引 11. 6 30.8 -19.2 13.2 37.0 -23.8 
技術援助•特許権使用料 16.7 52.3 -35.6 15.7 79.0 -63.3 
その他のサービス 141.5 126.6 14.9 188.4 167.8 20.6 
移転収支 182.7 26.7 156.0 199.9 25.7 174.2 
経常収支 3,36?.4 3,816.9 -449. 5 4,067.2 4,513.3 -446.1 
出所〕 Ministerio de Economia y Hacienda, DGAおよび BE。
a〕暫定値
b〕推計値
c〕 「その他の財貨」に対応する貿易収支の数値は，純（ネット）で考察され
てはいない。
2-2 B表経常収支 単位： 100万ドル
1981匡〕 1982ゆ〕
受取 l支払l収支尻 受取！支払収支尻
貿易収支〔c〕 21,031.2 31,146.4 -10,115.2 21,523.0 30,851.0 -9, 328. 0 
貿易外収支 13,322.9 9,942.0 3,380.9 13,696.0 10,037.0 3,659.0 
運賃・保険・用船料 3,038.0 2,450.0 588.0 2,934.0 2,390.0 544.0 
旅行収支 6,717.8 1,009.3 5,708.5 7,126.0 1,008.0 6,118.0 
投資収益 1,736.7 4,207.6 -2,470.9 1,667.0 4,071.0 -2, 404. 0 
政府間取引 126.2 333.3 -207.1 120.0 336.0 -216. 0 
技術援助•特許権使用料 179. 8 567.3 -387. 5 143.0 706.0 -563.0 
その他のサービス 1,524.4 1,374.5 149.9 1,706.0 I, 526. 0 180.0 
移転収支 1,979.2 287.1 1,692.1 1,811.0 232.0 1,579.0 
経常収支 36,333.3 41,375. 5 -5, 042.2 37,030.0 41,120.0 -4,090. 0 
出所〕 Ministerio de Economia y Hacienda, DGAおよび BE。
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b〕推計値
c〕 「その他の財貨」に対応する貿易収支の数値は，純（ネット）で考察され
てはいない。
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した。雇用の削減は建設業においてかなり緩和され，また民間サービス業では就業者が増
加するようになった。 しかし，大幅な雇用の増加〔4.6%増〕を記録したのは政府部門で
あった。＇それに反して，工業部門では雇用削減の緩和が生じなかったので，平均労働生産
性の上昇率に低下が記録されることもなかった。 1982年をつうじて失業は約24万7000人
増加したが，これは雇用の低下よりもずっと多い。その理由は，①労働力率（労働力人口
／生産年齢人口）が5年間連続して低下したのち1982年に下げ止まり，また②その結果，
労働力人口がかなり増加したからである。 1982年第IV四半期に失業は労働力人口の17.1%
に達したが，ちなみに前年同期のそれは15.4形であった。
経常収支の不均衡は1981年から1982年にかけて約9億5000万ドル縮小し， 1982年の赤字
は40億9000万ドルになった〔2-2 B表をみよ〕。 こうした改善の主たる原因は商品（貿
易）の動きに求められる。すでに指摘したように，輸出は＿エネルギーの項目を除くと
ー 1981年に比べてリズム（勢い）を失ったが，とくに同年央以降に親察された，そうし
た勢いの弱まりは，①非産油途上国や OPEC諸国それに COMECON諸国による財貨の
吸収（購入）が低下したことと，R工業諸国において生産活動が低下したことに関連して
いた。さらに，前に指摘したように，エネルギー購入〔ドル建て〕が大幅な実質的低下を
示した反面，その他の輸入は一ー1981年の輸入の後退や， 1982年の実質GDPのわずかな
成長率とは対照的に—かなり増加したのである。こうした輸入動向は，ペセタの予期さ
れる減価に対処したいという欲求や凶作から，少なくとも部分的に説明される。サービス
（貿易外）収支では，①観光収入が増加し，③国際市場での利子率の低下に起因する投資
収益〔項目〕の悪化に歯止めが掛かったために，貿易外収支の黒字はわずかながら増大し
た。全体として経常収支赤字は1982年にスペインの総可処分所得の2.2%〔1981年には2.4
％〕に相当したが，この赤字は，上記の所得の82.5%が消費に向けられ，残された貯蓄シ
2-3表総可処分国民所得の配分 総可処分国民所得比％
1979 1980 1981 1982 
1. 消 費 79.7 81. 4 81. 9 82.5 
2. 貯 蓄 20.3 18.6 18.1 17.5 
3. 総投資 20.0 21. 0 20.6 19.7 
4. 対外赤字〔ー）〔2-3〕 0.3 -2.4 -2.4 -2.2 
出所JApendiceの1-15表。 Apendiceの1-12表と 1-13表におけるそれぞれの絶
対値をみよ。
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ェア〔17.5形〕では一ー2-3表から分かるように一ー総国内投資〔総可処分国民所得の
19.7彩〕をカバーするのに不足した，という事実を反映している。
2-4表から， ①スペイン経済の資本勘定をもう少し詳しーく検討し， ③この数年らい民
間部門の投資シェアが樟含可処分国民所得に対する比率でみて〕如何に後退したか，を明
らかにできる。 もっとも， この後退の一部は，政府部門の投資増によって埋め合わされ
た。これと並行して，民間部門の資本調達（貯蓄）シェアが増大したのに対して，ますます
公共部門の貯蓄はマイナスになっていった。その結果， 民間部門では資本調達（貯蓄）
額が投資額よりも超過した反面，政府部門の赤字はたいへん急速に増大し， 198砕三には総
可処分国民所得比で5.9彩に達した。そこで，外国からスペイン経済が受け入れる，経常
収支の赤字に表明された純貸付の必要性が一ー1982年にはごくわずかに変化したものの
一持続されfこのである〔 2ー1図をみよ〕。このように公共部門は，急増する赤字の犠牲
をはらって民間部門の所得と収入の水準を維持させており，スペイン経済全体としても，外
国からの増大する純借入をつうじてはじめて持続可続な財・サービス支出の水準を―実
2-4表スペイン経済における部門別の資本（調達）勘定
総可処分国民所得比彩
I 1979 I 1980 I 1981 I 1982 
1. 資本（調達）源泉（貯蓄〕〔a〕 20.3 18.6 18. 1 17. 5 
政府部門 0.1 -0.3 -1.1 -3.4 
家計・企業・金融機関 20.2 18.9 19.2 21. 0 
家計と企業 18.6 17.0 17.4 20.0 
金融機関 1.6 1.9 1.8 1.0 
2. 総投資 20.0 21. 0 20.6 19.7 
政府部門 1.7 1.8 2.1 2.4 
家計・企業・金融機関 18.3 19.2 18.5 17.3 
家計と企業 17.3 18.3 17.7 16.7 
金融機関 1.0 0.9 0.8 0.6 
3. 赤字〔一〕〔1-2〕 0.3 -2.4 -2.4 -2.2 
政府部門 -1. 7 -2.1 -3.2 -5.9 
家計・企業・金融機関 2.0 -0.3 0.8 3.7 
家計と企業 1.4 -1.3 -0.2 3.3 
金融機関 0.6 1.0 1.0 0.4 
出所J・Apendiceの1-15表。
a〕「資本（調達）源泉」は，「貯蓄プラス資本純移転」として定義される。国
民（経済）全体にとって，両者の大きさは同じである。
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2-1図貯蓄と投資
28 （％） 28 
26 26 
24 24 
22 2Z 
20 20 
18 18 
16 16 
貫I~I企業貯嘉I へ J 14 14 12 12 
10 10 
8 8 
6 6 
4 
2 
゜
出所〕 Apendiceの1-15表。
a〕 「資本（調達）源泉」は，貯蓄プラス資本純移転に等しい。国民（経済）
全体にとって，「資本（調達）源泉」と「貯蓄」は一致する。
（なお，グラフの縦軸は総可処分国民所得に対する比率％。）
質的にわずかな伸びを伴いつつ～一一維持しているのである。
公共部門の赤字の原因の大部分は，スペイン経済のインフレを伴った停滞状態（スタグ
フレーション）に求められる。こうした状況は，一方で税収の伸び率を抑制し，他方で公
共支出を増大させている。とはいえ，これが政府（収支）勘定を不均衡にさせた唯一の原
因でもなく，いわんや機械的（単純）な諸要因がそうした状況をつくりだしたとも言えな
いのである。なぜなら， その背後には， ①制度的な枠組みが存在するうえに， ②生産シ
ステムとその制度的枠組みの観点から必要な調整を経済政策（当局）が課すのにも，また
それをスペイン経済が受入れるのにも抵抗があるからである。経済の調整が不十分なため
に，公共赤字を促進する諸力がはたらき，この赤字はまた調整の遅れに力を貸している。
換言すれば，政府勘定に見られる赤字額とその急激な増勢は，スペイン経済全体としての
不均衡の修正をめざした金融•財政政策の展開をますます困難にし，さらにその調整プロ
セスをこうしたルートをつうじて阻害しているのである。
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現在の複雑な窮状を唯一の要因のせいにするのは適切ではなかろう。だが，見込みのあ
る行動の指針はどれであり，またどれがほとんど手を加える余地もないものなのか，につ
いてじっくり考えることは時宜にかなっているであろう。
総需要の問題が存在しているのは確かである。この数年来スペイン経済の潜在的生産力
は，資本と投資のデータを機械的に当てはめて算出される如何なる数値をみても，低下し
てきた。さらに，生産物と生産要素の相対価格が激変する時期には，潜在的生産力という
概念そのものにも疑問が生じうる。しかしながら，現在の相対価格の下でインフレーショ
ンを併発させないで生産を増加させる余地は一ー総需要不足のゆえに，活性化されていな
いとはいえー一確かに存在する。また他方で，より大きな総需要は，経済の再調整フ゜ロセ
スをおそらく容易にするであろう。困難は，現状のひどい不調整（混乱）のもとではスペ
イン経済が，内需を一ーもとの企てをすぐ台無しにする，不均衡の深化をもたらすことな
<—自力でかつ大幅に剌激できる状況下にはないという点に根ざしている。いくらかよ
り拡張的な金融政策のもとで，実際の経済活動を活発にしようとした1982年のささやかな
努力は，ほんの数力月続いただけで，その結果は生産目標を達成することなく，ただイン
フレ鈍化プロセスの停滞と外為市場の圧力だけが残されてしまった。
かくて現在のところ，需要の根本的な改善という観点からみてスペイン経済は，世界の
（経済）情勢の推移に依存しているのである。この『年次報告」の第1章で指摘したよう
に，やっと合衆国経済は，たいへん手間取った再活性化（回復）の緒に就き，そのプロセ
スは，現存の諸困難にもかかわらず，順調にゆけば1983年後半から1984年にかけて底堅く
なるであろう。ヨーロッパ経済のなかで，—日本と並んで—一千渇祖賭且済に歩調を合わ
せて需要を剌激しうる状況下にあった国はごく少数である。しかもおおかたの国には，拙
速の危険をおかす用意がなかったように思える。他方，前章でも見たように， 1979年~80
年の第二次石油高騰（危機）ー一それは，需要減と基幹生産物の価格低下や，利子率の上
昇を伴っていた—による景気後退が， 1974年から加速した対外債務の累積過程にたいし
て与えた影響は，多数の発展途上国の輸入を麻痺させるにいたった。そしてこのことは，
1982年にマイナスに作用しただけでな＜―-石油輸出国の購買の落ち込みによっても補強
されつつ―この先数力月にわたって世界経済の回復を遅らせる要因としてはたらき続け
るであろう。とはいえ，アメリカ経済の改善から推して，近い将来に経済活動と国際貿易
の回復が予期されるはずである。そして（われわれの）目標は，スペイン経済がそうした
拡張過程から十分に利益を得ることができる条件を整える点にある。
しかし，こうした目標（の達成）は，スペイン経済に依然として見られる重大な不均衡
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と混乱によって難しくなっている。この点で，話は簡単でもなく，また原因となる要因も
単ーではないし，問題の出所も必ずしも身近なものではないのである。
スペイン経済は一ー歴史的にみて（それまで）競争状態のもとで展開されたこともなく
その後も20年間にわたっていわゆる「自給自足」の結末に廿んじたのであるが一ー1959年
から1973年まで，当時ヨーロッパ経済が大きく拡張したお蔭で，非常に急速な成長過程を経
験することができた。蓄積された実物資本と生産技術とが基本的に不足し，また諸介入と
保護主義が流布している状況下で，急速で無秩序な成長が生じたのである。その結果とし
てのいろいろな歪みは一一①拡張フ゜ロセスが，歪みに伴う諸コスト（犠牲）を覆い隠すこ
となく，長期にわたって維持され，②しかもそれが維持されている間に，生活水準が持続
的に向上するものと期待でき，⑧長い間その必要性が感じられてきた集団的ニーズに応え
るために，スペインが〔非効率的で不公平な税制を存続させながらも〕社会（保障）支出
を大幅に拡充する計画に着手でき，そして，④国（政府）が，集団（社会）的サービスの
提供よりも公企業（の助成）にiり大きく傾倒している点に気づいていたので一一時間の
経過とともに修正されたものと思われる。予期される成長率について描かれたプログラム
と懸案になっている再調整がどう帰結するかは，推測の域をでない。エネルギー価格の上
昇は，世界経済が拡張できる状況を決定的に壊してしまい，多くの点でスペインにとくに
強い影響をあたえたからである。第一に，弱いエネルギー基盤を有し，石油輸入に非常に
大きく依存している国（スペイン）にとって，実質交易条件の悪化をつうじて失われた実
質可処分所得と拡大した経常収支赤字は，非常に重大であった。第二に，世界需要の縮小
は，スペインの産業において非常に重要な部分を形成し，かつ相当の投資を近年以降ずっ
と実現しつつあった諸部門に，とくに悪い影響を及ぼしたのである。最後に，成長率がた
んに低下しただけでも，生産とファイナンスの点で基盤が弱い多くの企業にとって，ひど
い影響が現れずには済まなかったからである。だが，さらに，その前の時期から実質賃金
が惰性的に上昇してきたうえに，スペインが経験しつつあった特異な政治的転換のプロセ
スから，大幅な賃金の急騰が誘発されたのであるが，これは社会保障負担の急増につけ加
えられることになった。こうして大幅に上昇した労働コストは，エネルギーの高騰や需要
の縮小とも相まって一一輸入エネルギーと相対的に安価な労働力とを前提にした生産様式
にかなり依存していた（スペインのような）国においては一—，①多くの企業の収益性を
—解雇の困難さにも災いされて-落ち込ませたうえに，®企業利潤の縮小としたがっ
てまた投資や需要の追加的な低下をもたらすことになった。インフレーションは加速し，
比較生産費（構造）はスペイン経済に不利に推移し，外国部門は衰退の強い兆候を示し，
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そして移民の帰還によって増大した失業は，その上昇率を高めはじめたのである。
1977年以降の民主制への復帰比その前の時期の諸混乱に代わって一定の秩序要因をも
たらすようになった。しかし，そうした混乱はたいへん激しく，また（それに伴う）逸脱
も著しかったので，•それを修正するには困難で非常に苦痛の多い処置を必要とした。さら
に，漸進的な調整のために選ばれた方策は，マイナスの剌激をまたもや再来させた， 197-9
年から1980年にかけての第二次石油価格高騰の衝撃をうけて頓挫するにいたった。・世界の
需要は一~その前の最気後退からまだ回復していないのに一一ふたたび縮小し，またイン
フレ要因も再燃し，対外赤字が再発し，実質交易条件のあらたな悪化を前にして実質可処
分所得の追加的な低下が生じた，等々。そして，こうした（マイナスの）剌激は，すでに
不均衡下にある経済ー一そこでは，単にこれまでと同じ位置を維持するのに，今ではずっ
と大きな努力を要する一ーにたいして作用していたのである。段階的な修正の努力は強め
られたが，しかしその程度は不十分であったし，真剣な再調整の唯一のプロセスは一一生
産コストの累積した歪みと需要の衰退とに対応すべく一一雇用の大幅な低下をつうじても
たらされたものだけであった。かくして， この4年間に民間非農業部門では， 75万もの就
業機会が消失したのである。不均衡の大きさからみて必要とされたのよりも緩慢な一般的
再調整は，①公共赤字の急激な増加，②インフレ率のゆっくりした低下，③対外赤字，そ
して，④あの失業の急増ーーそれは，省エネと省力化の技術を体化した資本の導入にある
程度の活況を見せたにすぎない（低調な）投資に照応している一ーに表明されていた。
経済問題は必ずしも短期的かつ国内的に解決できるとは限らない。またすでに指摘した
ように，いかなる国内的剌激をもってしても置き換えることのできない外国需要一一究極
的には工業諸国の需要ー一の問題も，現在のスペイン経済のような規模と条件をもった国
には存在する。しかしまた，国内での調整問題も存在するのであって，それは解決される
どころかむしろスペインで需要全般の持続的な回復をほとんど不可能にし，また・~再活
性化が国際的な規模で力をつけない限り一ー状況を一層悪化させるであろう。それは，こ
の数年らい持続されてきたのよりも速いリズムでしかも確実に，修正されねばならない問
題なのである。現状のもとではゆっくりと調整をおこなう余裕がないように思え，またゆ
っくりとおこなつても調整プロセスの社会的コストが低下する保証はなく，むしろおそら
くその逆になる確率のほうが高いであろう。
スペイン経済の収益性にかんして基本的に問題があり，その解決は需要の再活性化とは
もちろん無関係ではないが，しかし実質コストの推移にもおおいに依存している。という
のもこのコストの推移は，①雇用の推移に―これが，労働の頃駐甜酢各にたいする〕相
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対価格に依存している程度に応じて一一深い影響を与えており，また，②インフレ率の引
下げという問題にも＿これの引下げは，貨幣賃金の上昇がどれだけ〔直接的に，あるい
は名目為替レートのような他の変数をつうじて（間接的に）〕ファイナンスされるか，に
左右されているように思える以上一ー関連しているからである。そしてこれ（インフレ問
題）の改善は，たとえ需要と雇用の自動的な回復をもたらさないとしても，経済活動と就
業機会創出のリズムを再活性化させ，かつ外国の財・サービスにたいする競争力を向上さ
せるために必須の条件なのである。 この分野でこの数年らい実際に努力がなされてきた
が， しかしこれまでに累積した諸混乱に照らしてみれば，それはまだ十分とは言えない。
さらに，全国レベルで遂行された賃金交渉のシステムは，生産諸部門や諸企業の非常にま
ちまちな条件に照らしてみると，あまりにも硬直的なものであり，同じことは賃金構造に
ついても言える。
みずから目指した成果とはしばしば相反する結果をもたらした統制と介入に，たいへん
慣らされてきたスペイン経済全般にとって，より大きな伸縮性が必要なのである。しかも
このことは， とくに労働市場の場合にはっきり言えるであろう。この市場では，硬直性が
すでに効力を発揮しているので，雇用契約システムにおいても賃金設定システムにおいて
も（従来の）方式とはまったく別の伸縮化を試してみるべき時が来たように思える。
制度的な諸課題も存在するが，これに関連する問題は，一般にしかもしばしば曖昧に，
社会的コストと呼ばれている。ある経済が維持しうる社会的コスト（支弁）計画は，収益
性と競争力のある生産活動を中心にして支えられていないかぎり，存続し得ない。その計
画を支援し，もり立てているのは結局そうした生産活動なのであるから。まさにそれゆえ
に，社会的コスト（支弁）計画は，基幹的生産活動の実際の推移に応じて見直されねばな
らず，また現在の制度的枠組みのなかで与えられる将来への展望と，その展望から引き出
される（営業）余剰の源泉への影響に，何よりも注意を払わねばならない。現在の社会保
障制度には，こうした観点から見直されねばならないと思われる多数の側面が存在する。
こうした問題の他の領域一ーそれは，上記のものと同じように公共赤字に表明されている
けれども，究極的には実物資源と経済の成長能力とにかかわっている＿は，赤字の公企
業に関連している。これらの公企業は，総合的な観点からみて，他の生産活動にまわせば
おそらくもっと生産的な資源を抱え込んでいるのである。たぶん公企業は一一当該企業だ
けで， もしくは混合企業の形で一一新しい収益性のあるダイナミックな方策を採ればスペ
インの工業発展を促進しうるであろうが，しかしそのためには，多年にわたってスペイン
の公企業を支配してきた諸基準を変える必要があろう。
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全体として1982年は，スペイン経済が工業諸国の大部分に比べてi~激しい不均衡と混
乱を一ーこれら諸国の大半よりも緩慢ながら一ー修正した，長い（調整）期間の一部を形
成している。そしてこれは， その大部分が比較の問題であって，他国の成果によれば，
調整そのものに時間的ゆとりが必要なので，そうした調整は近い将来（ゆとりが出来たス
ペインにおいても）強まるに違いないと思われる。主たる問題は， 貨幣的な調整でもな
く， 最も皮相な意味での財政的な調整でもない。貨幣的均衡（の成立）を阻害している
（生産）コスト段階での調整と制度的調整ー一これは，公共赤字をつうじてそのかなりの
部分が表明されているとはいえ，生産諸資源の利用（雇用）水準とその効率的な配分に影
響を与えている一が，問題なのである。
2. 生産，需要，物価，雇用
2. 1. 生産
1982年に国内総生産 GDP〔要素費用表示〕が1.2形成長したのは， ほとんどもっぱら
サービス部門の貢献によるものである。、というのも工業〔建設業を除く〕は，その（生産
の）絶対額を低下させ，また建設業と農業の寄与度も，プラスとはいえ無視しうるほどで
あったからである。
農業では旱魃が長引いたために，不作と評すべき推移がもたらされた。農業部門の実質
付加価値で達成された伸びは，前年のひどい後退を考慮に入れてもなお非常にわずかであ
った。建設業もまた，その近い将来にかんして年初に抱かれた楽観的な予測にもかかわら
ず，期待された回復を強固なものにできなかった。回復は全体として，公共事業から剌激
を受けたにもかかわらず非常に弱かったのである。工業での後退は全般的であったが，し
かし特にプラントの生産分野でひどかった。唯一ある程度の活力を示したサービス部門に
ついて言えば，その主たる剌激は政府部門のサービスに見出され，民間サービスの寄与度
は小さかった。このことは， 1982年の生産活動の推移や近い将来のそれにたいして，むし
ろ暗い展望を描き出すことになった。
2. 1. 1. 第一次産業
1982年の第一次産業の推移にかんして最も重要な特徴は，以下の諸点に要約できよう。
① GDP全体にたいする最低限の寄与度を伴った，非常にわずかな実質成長， 同時に③国
民所得の成長を上回る農業名目所得の伸ぴを伴った，第一次産業の 「所得パリティ」
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の上昇，そして③償導0営業余剰に有利な機能的所得分配ならぴにインフレ圧力の増強。
農業名目所得の回復は，公共赤字にたいするこの部門の寄与度—それは，絶対額では高
まったものの， 1981年に比べると鈍化した一の推移に反映されたのである。
第一次産業の実質付加価値は， 1982年に1.3%伸びた。このわずかな上昇率は， 1981年の
後退と好対照をなしているとはいえ，不利な気象条件が持続したことを一ーとくに前年に
始まった旱魃が1982年の大部分をつうじて長引き，やっと秋になって一時的におさまった
ことを一一反映している。その結果，スペイン経済の GDPの成長にたいする第一次産業
の寄与度は非常に小さく，1.2%のGDP成長のうちわずか0.1ボイントと推定されている。
第一次産業を構成する二つのサブセクター〔農業と漁業〕のうち，農業だけがプラスの
2-5表農業部門の主要なマクロ指標 実質変化率
農業 農業最
終農プ―`生業フ産最レ
農耕最 牧畜最 部門外
での
総生産 終生産 ーター 終生産 終生産 支出
1979 -0.8 -0.9 9.1 -3.7 3.2 4.6 
1980 6.9 7.2 4.4 13.2 1. 4 4.1 
1981 -7.4 -7.3 13.3 -14.5 2.0 1.1 
1982 1. 4 2.3 14.2 2.4 3.2 3.5 
一参考ー一
絶対額*[2. 252. 8[ 1. 827. 5[ - [ 959. 1 110. s [ 758. 2 
出所〕 Ministerio de Agricultura。
*〕 1982年〔単位： 10億ペセタ〕
部プの_,支門フ外出レでー 総□付加亨総〔プ_要,付フ素加レ費価ー用値タ］ 
ター
1. 9 -3.3 8.1 
17.0 8.9 -1.3 
20.9 -11.1 8.3 
10.1 1. 6 16.4 
[ 1, 161. 1 
2.:. 6表海面漁業にかんする主要なマクロ指標 実質変化率
最終生産 最終生産 部門外で 部の支門外出で 総付加価値 プ-総〔-要フ付素レ加費ー価用タ値〕ー
デフレーター の支出 デフレーター 〔要素費用〕
1980 4.6 19.9 0.3 47.6 8.1 8.6 
1981 0.7 10.0 -3.8 24.8 0.4 3.6 
1982 -0.9, 6.7 4.6 10. 3 -2.5 3.4 
ー一参考ー一
絶対額*I 158. 9 l . 68. o 99.4 
出所〕 INE。
*〕 1982年〔単位： 10億ペセタ〕
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動きを記録した。というのも漁業は， 1981年に事実上停滞していたが， 1982年には前年の
不変価格で計った（実質）付加価値でみると後退したからである。
牧畜業は，わずかな―とはいえ， 1981年の停滞に比べれば著しい回復を意味する一一
伸ぴをもった（広義の）農業サブセクターのなかで，最大の成長率を記録した。しかしな
がらこうした比較的良好な動向も， ほとんどもっぱら集約的な牧畜の進展に起因してい
た。 というのも旱魃の長期化が，粗放的な牧畜生産を阻害し続けたからである。そのう
ぇ，落ち込んだ内需が衰退したままであったので，牛肉のような比較的高価な畜産品から
豚肉や鶏卵といった安価な｀ものへの代替効果が発揮され，かくて需要の側からも，この種
の集約的牧畜の展開が刺激されたのである。
農耕サプセクターの最終生産の実質成長〔2.4%〕は，牧畜のそれよりもわずかに低く，
また前年の実績である14.6形の低下とは対照的であるが，確かなことは，農耕生産には変
動がつきものである以上， 1981年の後退のあともそれがごくわずかな上昇にとどまったの
は，このサブセクターの活動が82年も依然として悪条件のなかで展開されていた点を反映
している，ということである。最も豊作であったのは穀物と豆類であった。オリーブとブ
ドウの収穫高は， 1983年のオリーブ油とブドウ酒の生産に大きな伸びをもたらすであろう
—そのうえ，これらの製品のかなりの在庫増も予期される一ーけれども，当該シーズン
が暦のうえで2年間にまたがり，しかもその収穫が2年目に計上される慣行から，こうし
た産物の最終生産が1982年に一ーその収穫が前のシーズンに落ち込んだ結果ー一大きく低
下した理由が説明される。他方で，塊茎作物（ジャガイモなど）と果物の生産に実質的に
強い後退が見られ，その結果これらの価格は高騰したのである。
林業サブセクターの最終生産にも悪天候（の影響）が見られ，いわゆる「自営業化によ
る改善事業」 mejoraspor cuenta propiaにまで絶対的な減少が記録された。
さらにまた， 農業部門の推移の特徴は，＇「部門外での支出」の適用が強化された点にあ
って，こうした支出は最終生産（の伸び）を超えて増えたのに対して，農業部門の生産物
そのものを「再利用」する形態は減少したのである。かくて，その部門内で生産された中
間（投入）財の消費から部門外のそれへのシフトが継起したが，この傾向は，スペインの
農業生産の趨勢を特徴づけてきたものであって， 1982年には，農業部門（農家）受取価格
と他の経済部門への支払価格の比率に大きな上昇が見られたことから（一層）助長された。
「部門外での支出」の実質的な伸びの重要な部分は，長期化した旱魃の牧草地への影響を
緩和する必要に迫られて，飼料の利用が増加したことに起因していた。飼料の利用増は，
混合（人工）飼料だけでなく採取（天然）飼料にも反映された。エネルギー消費について
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2 -7表農業最終生産： 1982年〔a〕 単位： 10億ペセタ， 96
時価表示
変 化 率
実 質 i価 格 1 名 目
農耕サブセクター 959.1 2.4 16.0 18.8 
穀物 133.3 36.0 10.4 50.2 
豆類 15.8 25.8 25.3 57.6 
塊茎作物〔食椙用〕 84.1 -7.1 69.4 57.4 
牧草栽培〔産業用〕 107.0 21. 0 5.5 27.7 
野莱栽培 234.7 3.2 10.5 14.0 
ぶどう酒・ 同副産物 71. 9 -21. 0 14.4 -9.6 
オリーブ油・同副産物 49.1 -33.8 17.1 . -22.5 
柑橘類 58.5 4.1 3.0 7.2 
果物〔柑橘類を除く〕 139.7 -4.7 29.8 23.7 
その他の農産物 65.0 9.0 8.5 18.3 
牧畜サプセクター no.2 3.2 12.4 16.0 
食肉と各種製品 521. 8 2.4 16.3 19.1 
ミルク 175.0 4.7 9.5 4.6 
たまご 67.7 4. 7 -4.7 -0.2 
その他 5.8 -0.9 13.1 12.1 
林業サプセクター 53.6 -6.4 11.2 4.1 
木材 30.0 -7.3 8.7 0.8 
狩猟・内水面漁業 14.2 -7. 7 14.0 5.2 
その他 9.4 2.1 1. 9 14.3 
自営業化による改善事業 44.6 -5.3 10.6 4. 7 
出所〕 Ministerio de Agricultura。
a〕暫定値
言えば，これも農業の最終生産の伸びを上回って増加した。この場合，農業向け石油製品
価格の有利な扱いが，その利用面での節約をかえって阻害する要因になっている点を忘れ
てはならない。農業用燃料価格を（農家に）有利に規制する政策のもう一つの事例は， 19
82年末〔12月〕に行われたエネルギー価格の調整―石油製品は全体として平均20.5%引
き上げられたのに対して，（農業用）ディーゼル油Bについては 17.2%の上昇に抑えられ
た一ーに見られる。 1982年に低下した「部門外での支出」項目のなかで，実質で1.9: るも
大幅に削減された肥料（投入）について強調しておかねばならない。これは，前年実績の
9.6%という少なからざる削減に続いてなされたために，農業の収穫高と肥料を製造する
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2-8表農業部門外での支出 実質変化率
11974~1979 I 1980 I 1981 I 1982 
種子・苗木 -6.0 2.2 -1.8 -2.3 
飼' 料 5.9 2.4 2.8 7.2 
肥 料 2.2 1.1 -9.6 -10.6 . 
エネルギー〔ディーゼル油・電気〕 4.0 -0.5 3.0 3.6 
機械類の維持保全 4.4 1. 2 2.5 2.0 
その他の支出 4.0 3.7 -1.6 1. 3 
部門外での総支出 4.5 2.0 0.3 3.5 
農業最終生産 2.2 7.2 -8.1 2.3 
出所〕 Ministerio de Agricultura。
化学工業とにマイナスの影響を与えたのである。
部門外からの中間投入財の使用が増強されたことから，農業付加価値の伸びは，その最
終生産の実質増加率ほど伸びなかったにもかかわらず，農家受取価格と農家支払価格の動
きのお蔭で，農業最終生産の貨幣価値の増大を上回る，農業活動で創出された貨幣所得の
増大〔18.4彩〕がもたらされた。実際，農家受取価格指数は15.9彩も上昇したが， これ
は，前年に比べて伸び率があらたに加速したことを意味するだけでなく，ーなお一層重
要なことだが一ー10彩前後で上昇した「部門外での支出」デフレーターの動きよりも，ず
っとダイナミック（な上昇）であったことをも意味している。
こうした農家の受取価格／支払価格の比率の動き一ーそれらの上昇率には， 5ボイント
以上も前者に有利なヒラキがあった一ーは， 1981年に見られた相対的な推移が逆転したこ
とを意味している。こうした符号の（マイナスからプラスヘの）変化はまた，農業所得の
機能的分配においても生じた。実際，実質付加価値がごくわずかしか上昇せず，他方で
1981年ほど著しく雇用が低下しなかったために，農業生産性の上昇率はふたたび鈍化した
にもかかわらず，農業就業者の日当が抑えられたことから，平均労働＝ストの抑制が可能
になり，また前年にはそのウエートを大きく低下させていた営業余剰の回復がもたらされ
たのである。
198碑には農業部門を取り巻いていた生産コス・トの状況が改善されたものの，スペイン
経済の他の部門へかなりのインフレ効果が波及するのは，やはり阻止されなかった〔本章
の2.3節をみよ〕けれども，少なくとも公共赤宇へのその貢献（悪影響）は，たしかに1981
年よりも抑えられたように思える。かくて，償導0経営補助金はわずか7.9%の増加〔時
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2-9表農業価格 変化率
1981 1982 
農家受取価格 12. 7 15. 8 
農家支払価格 18.5 10.2 
経常的生産手段 22.2 9.8 
租税・金融コスト 4.0 6.7 
投資 12.2 12.9 
農業での日当 11.9 9.2 
出所〕 Ministerio de Agricultura。
価表示〕にとどまったが，この率は，政府部門から経済全体に支給された補助金の伸びよ
りも低いのである。他方で，売れ残った農産物在庫をファイナンスするための一したが
ってまた，この分野から経済の他の分野への金利負担（の転嫁）を意味する一「農産物
の転換とその価格調整にかんする基金」 FORPPAからスペ9イン銀行への（資金）要請
の傾向は， 1982年に農業部門における在庫変動の動きを反映して大幅に鈍化した。こうし
た在庫は，その年の平均で，前年とほぼ同額の実質的低下を示し， GDP成長への寄与度
はゼロであったと推定される〔2.2.1節をみよ〕。
2.1. 2 第二次産業
1982年に工業部門〔建設業を除く〕の総付加価値は，前年の不変価格で計って 0.5%低
下した。工業最終生産はこれよりも若干大きく後退したが，その原因は，産業用輸入エネ
ルギーがなによりも節約された結果，中間財の投入が低く抑えられた点に求められる。
上記の数値は，工業部門の停滞の深刻さのみならず，第一次石油危機後よりもずっと激
しかった，第二次石油危機後の不況の強さも十分雄弁に物語っている。かくて1974年から
1982年まで， 工業生産指数は平均して年々累積的に1.1%しか上昇しなかったが， この数
値には，①1979年まで工業部門の活動が相対的に持続され，また，②それ以降，徐々にそ
の活動が落ち込んでいった結果が集約されている。さらに，こうした数値には，工業部門
のなお一層悲親的な推移が隠されている。というのも，もし，最近の10年間をつうじて大
幅にプラスの率で成長した唯一の部門であるエネルギーのサブセクターを除けば， 1974年
から1982年までの工業生産指数の累積上昇率は，年平均で0.6%に下がるからである。
こうした状況のもとで， 1982年の工業生産の推移は，①同部門の不況の長期化を意味し
ており，しかも②すでに前年に始まっていた，エネルギ一部門の生産における著しい鈍化
187 
-402 闊西大學「経清論集」第40巻第2号 (1990年7月）
という， これまでとは異なる重要な特徴を伴っていたのである。こうした動向—それ
は，スペイン経済全体のエネルギー節約の努力が国内生産に反映されたものであり，結果
的に好ましい影響を外国部門（輸出入）に及ぽしている一は，少なくとも短期的に，エ
業生産の将来にたいして~〔非エネルギー工業分野〕のコストに与える省エ
ネの有利な影響が，生産全体に積極的に貢献してきたエネルギ一部門の代役を果たせるよ
うな諸部門を出現でもさせないかぎり—あらたな不確実性の領域を広げている。石油危
機の後に，エネルギーの国内生産が活発になった背後には，①その部門が現行の国際的に
固定された価格で望むだけ売り切ることを可能にした，持続的な需要と，同時に③時間の
経過とともにゆっくりとシフトした，傾斜のきつい限界費用曲線が存在した， という点に
留意されたい。こうした情勢のもとで，国内需要が下方調整（省エネ）されたうえに国際市
場で石油価格が低下したために，エネルギ一部門の（生産の）鈍化は，スペイン経済の他
の部門へのその有利な影響の波及よりも急速に強まったのである。事実， 2.2.1節で分か
るように，この数年来のスペインにおける生産的投資の重要な部分は，エネルギ一部門関
連プロジェクトに支えられていたが，それが天井に達したので，同部門からの（投資）需
要の流れは（最近）低下しているのである。
非エネルギ一部門における生産水準の絶対的後退は，その部門の1982年の動向を一般的
に—ほとんど例外なく一ー特徴づけている。この水準を下向きに推移させたのは，ここ
でも在庫の下方調整であったが，それは，最終需要の弱さから予期されたのよりもずっと
激しく生産を低下させるのに十分な重要性を保持していた。在庫の動向は， 1982年の大部
分〔年央の数力月を除く〕において最終需要の変動（の影響）を緩和させつつ，その年を
つうじて非エネルギ一部門の推移を左右したのであって，ここから，当該生産の変動幅が
ーエネルギー（部門）の動きを除けばー一小さくなった理由が説明される。実際， 1982
年当初の数力月のあいだ工業生産は， 1981年12月に示されたささやかな回復を一堅実に
とは言い難いが一一受け継いだものの，はやくも 4月には再び後退しはじめて， 1982年の
年央には弱々しく落ち込んだままで数力月をすごしたのである。 9月以降，この部門の生
産活動は再び明るくなったようであるが，しかし，こうして始まった回復はこの度もまた
弱いものであった。
とはいえ，（非エネルギー工業）生産が最的に変動したために， 年間をつうじての特徴
は和らげられたものの，通常その部門で支配的な情勢をより敏感に反映する企業実態調査
は，工業生産指数からはぼんやりとしか分からない最気の回復，後退，そして新たな持続
という連続した局面を，実にはっきりと描き出していた。生産・受注残高・在庫にかんす
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2 -2図工業にかんする諸指標〔a〕
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出所〕 Ministerio de Industria, Ministerio de Economia y Comercioおよび INE。
り 3カ月の移動平均。
b〕予想生産高と完成品在庫〔ただし符号を変えたものJに該当する回答の算術平
均。
c〕このシリーズは，もとのシリーズに一ー当該期間の平均がゼロになるよう-
手を加えてあるので，（両者）は一致しない。
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る企業の評価を総合した（景気の先行き）信頼度指標〔2-2図に載っている〕は， この
点を十二分に示している。さらに企業の実態調査結果から，前にも触れたように，在庫が
（生産の変動を）緩和する動きが明らかになる・〔2-2図をみよ〕。かくて， 1981年前半に
始まった在庫の下方調整が， 1982年前半をつうじてほとんど途切れることなく続けられた
のであるが，これは，企業がみずからの受注残高に現れた回復の底堅さに信頼を置けなか
ったことを反映していた。それにもかかわらず，またそれが1982年の大半をつうじて在庫
変動に支配的な傾向であったにもかかわらず，同年夏以降，この傾向が一時的に中断した
ために，夏の数力月間，生産の低下が緩和された代わりに，その後~っと受注残高が
着実に増え始めて（在庫が）ふたたび大幅に低下しだした時に一一生産の回復にプレーキ
が掛かったのである。
工業部門別にみると．生産の推移は最終需要の動きを反映していた。消費財生産工業は
2-10表工業〔建設業を除く〕の主要な指標 成長率
1980 
1. 実質付加価値〔国民経済計算による〕 0.5 
2. 雇用〔EPAによる厳密な就業者〕 -3.6 
3. 就業者一人当たり生産性 4.1 
4. 生産能力の利用（稼働）率 19 
5. 工業生産総合指数 1.2 
＿製品の用途別分類ー一
消費財〔35.8%〕 1.1 
食料・飲料・たばこ 0.6 
その他の消費財〔工業製品〕 1.3 
プラント〔14.1彩〕 2.9 
金属装置・ボイラー類 0.7 
輸送機器 -0.6 
—· その他
5.1 
中間財〔50.1彩〕 1.0 
エネルギー 7.2 
建設資材 -1.3 
非エネルギー鉱物の掘採と化学 3.4 
その他の中間財 -3.2 
〔参考）
工業生産全体〔エネルギーを除く〕 0.4 
非エネルギー中間財 -0.8 
出所〕 INE, Ministerio de Industriaおよび BE。
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ある程度維持された—その伸びはわずかとはいえ，前年の後退に比べると意義深いもの
であった一ーが，投資財生産工業の大半は壊滅状態であった。さらに，この両者は全体と
して衰弱していたので，中間財生産工業にたいして一ーエネルギ一部門を除くと， 2%の
後退という一ーマイナスの影響を与えた。
消費需要を構成するいろいろな項目の，消費決定変数（の変化）に応じて相異なる動き
は，石油危機の開始以来，消費財工業の生産活動の相対的な推移に反映された。生活必需
品一一そのなかでも食料品は，最もはっきりした典型であろう一ーは，その需要の弾力性
が硬直的であるがゆえに，食品工業の生産は，①消費者が支出可能な所得の推移から相対
的に独立した持続的な伸びを維持し，③農業生産を供給の側から左右した外生的な要因に
より感応的になったのである。かくて， この食品工業の国内生産の1982年における停滞
は，当該需要が鈍化した結果もたらされたというより，むしろ食料品輸入の大幅な実質増
によって埋め合わされた，不作に起因していたということになる。
耐久（消費）財需要は，所得弾力性と価格弾力性にかんして消費財全体のなかで（食料
品とは）対極に位置しているうえに，利子率や金融市場の状況にかなり感応的である。そ
れゆえ，工業生産指数のなかの「その他の消費財」の項目—そこには，耐久消費財の生
産とならんで衣服や履物といった他の製品全体が含まれるが，これらは需要の弾力性の感
応度で見ると中位の位置を占めている一ーの推移は，著しく景気循環的な動きを示した
が，そのなかで1982年は一一消費者の実質所得が伸びたことと，金融市場で利子率が前年
の大幅な上昇の後に安定したことを反映して—―ーささやかながら景気回復の局面に含まれ
ている。具体的に言えば，乗用車の需要は1982年に大きな伸びを見せたが，このことは，
輸出の並行的な回復とも相まって，ある程度〔5形前後〕の国内生産の実質増をもたらし
た。他の耐久消費財工業の生産については，スペイン般済全般の不況がさらに1年長引い
たことから依然として大きな影響をうけているが，そのいくつかのサプセクターでは従前
ほど悪くはない推移が見られた〔2.2.1節，参照〕。また，衣服•履物製造業でも活性化の
動きが示され，意義のある成長率が記録された。
逆に，投資財製造業では1982年にほぼ全般的な後退が見られた。かくて，輸送機器のサ
プセクターで工業生産指数の低下が記録されたが，こうした低下は，造船を除くと非常に
著しく，第一次石油危機以来この部門の推移を特徴づけてきた後退の趨勢をたどり続けた
ことになる。輸送サービス分野が中期的に成長するという期待が；燃料の高騰と輸送活動
9の全般的な低下に誘発されて下方修正されたために，石油危機が始まって以来，輸送機器
の需要は低下し1また既存設備の平均使用年数が延長された。このことは，この種の製品
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2 -11表工業生産指数の変化率〔建設業を除く〕 〔1972年ベー ス〕
1 197年喝9年 1 1981 1982 
総合指数 1. 9 -1.0 -1.1 
エネルギー〔10.3彩〕 4.9 3. 1 4.0 
固体燃料の掘採と加工 7.4 18.6. 10.7 
石油掘採 -10.4 -22.6 23.0 
石油精製 -1.6 -4.0 -8.0 
放射性鉱物の掘採 39.8 -30.3 -14.4 
電気・ガスの生産 5.2 0.2 2.9 
非エネルギー鉱業と化学〔21.2%〕 1.6 0. 7 -3.3 
金属鉱物の掘採と加工＊ -0.6 12.4 -9.2 
金属の生産と一次加工 -0.1 -0.7 -1.2 
非エネルギー非金属鉱物の掘採 3.7 1. 6 -12.8 
非金属鉱業 0.2 -2.2 -3.5 
化学工業 4.2 2.2 -4.1 
金属加工・精密機械〔24.2%〕 -1.1 -3.1 -3.9 
金属製品製造〔一般機械と輸送機器を除く〕 -0.2 -2.0 -4.3 
一般機械・機械設備製造 -5.3 9.5 -8.4 
事務用機器製造 2.0 -24.0 -31.6 
電気機械・機材製造 -2.4 4.6 -6.8 
電子機器製造〔コンピュータを除く〕 1. 9 -3.4 -18.3 
自動車製造 7.3 -16.5 6.5 
造 船 -11.2 3.5 6.6 
その他の輸送機器製造 -15. 7 11.1 -16.1 
精密機械・光学器具などの製造 -13.6 .:..18.6 16.4 
その他の製造業〔44.3彩〕 3.0 -1.9 0.2 
食料・飲料・たばこ 5.2 4.1 -0.3 
繊維工業 0.5 -9.6 1. 7 
皮革製造業 10.7 26.4 5.9 
履物・衣服•その他の繊維製品製造業 0.2 -10.2 4.9 
木材・コルク製造業 1. 6 -5.4 2.9 
紙• 印刷・出版業 3.1 -2.6 -4.1 
ゴム・プラスチック製品製造業 4.6 0 . 7 -3.9 
出所〕 INE。
＊）この項は，原文では「非金属鉱物の掘採と加工」となっているが．本誌39巻6号，
p. 252の訳注で説明した理由により，上記のように改めておく（訳者）。
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にたいする外国需要の少なからざる後退とも相まって，当該製造業を壊滅状態に陥れ，数
年間にわたってその部門の実質生産を20形余りも低下させたのである。 1982年に，おそら
＜陳腐化した輸送機器の更新に結びついた， 一時的な需要の回復がこの部門で出現した
—しかも同時に，エネルギー価格の鈍化に誘発されて輸送サービスのコストが有利に推
移した一にもかかわらず，国内生産にたいするそのプラスの影響はわずかであった。と
いうのも最終需要の伸びが，基本的に輸入の増強と在庫の取崩しでもって賄われたからで
ある。かくて，もっとも詳しい情報が得られる陸上輸送部門〔鉄道を除く〕では，産業用
輸入自動車〔とくに路線用バス，観光用バス，工業用トラクター〕の新規登録台数の急増
が記録されたけれども，それらの国内生産は，輸出市場でいくつかの成功例が見られたに
もかかわらずーーそうした成功は，この部門の輸出市場の規模が相対的に小さいが故に不
十分であったので一~回復するには至らなかった。
一般機械の生産は，その最終需要が低下したうえに，国内生産品の供給と需要構造とが
不適合を来したために，より激しい後退を記録した。スペイン工業は，現在の生産要素の
相対価格構造に不適切な，技術的に時代遅れになったタイプの重工業用機械類を生産して
おり，そうした製品の需要は国内市場でも国際市場でも後退しつつある。この結果，その
国内生産は，①輸出市場が弱体化したうえに，②相対的に高騰した生産要素ー一労働力と
エネルギーー一節約型の先端技術（を体化した）機械類の輸入に国内市場（需要）が偏っ
たことから，悪影響をうけたのである。ただし，後者（エネルギー節約型）の場合，需要
の（外国への）偏りはそれほど大きくなかった。事実， 1982年にプラスの伸びを記録した
投資財製造業は，唯一「金属装置・ボイラー類」 estructurasmetalicas y caldereriaで
あったが，これはまさに輸入エネルギーの節約を目指した投資計画に支えられていたので
ある〔2.2.1節，参照〕。
エネルギーを除く中間財の工業生産指数は，最終財製造業の衰退を反映して1982年に2
彩低下した。もっともその内部構造は，サブセクターごとに見ると，最終財製造業の相対
的な動きに応じて変化している。かくて，もっとも激しい後退は，一般機械と輸送機器の
、製造業で利用される中間財の生産部門で記録された。一般に金属工業と，殊に製鉄業は，
依然として1982年に深刻な危機に瀕していた部門の明白な事例である。逆に，繊維・ 皮革
製造業は，プラスの率で伸びた消費財の最終生産に関連しており，中間的な（位置にある）
部門の事例である。建設資材の国内生産に見られた後退については，建設部門の最終生産
の停滞によって部分的に説明される。
実際，建設部門の推移は， 1982年に，公共部門の側がはっきりと拡張的な動きをとった
193 
408 隠西大學『継清論集」第40巻第2号 (1990年7月）
2 -12表建設業の主要なマクロ指標 各種の変化率
11974~1978 I 1979 1980 I 1981 I 1982 
総資本形成
不変価格（実質） -2.1 -3.9 -2.0 -1 ゜デフレーター 19.4 19.6 18.9 16.8 1. 5 
疇（名目） 16.8 15.1 16.4 15.6 1. 5 
中間（投入財）消費
不変価格（実質） -0.4 -4.2 -2.1 0.0 -0.5 
デフレーター 15.8 17.5 25.9 26.5 12.8 
囀（名目） 15.3、 12.6 23.2 26.5 12.2 
付加価値
不変価格（実質） -3.6 -3.6 -2.0 -2.0 0.5 
デフレーター 22.4 21. 3 14.9 9.7 10.3 
時価（名目） 17.9 16.9 11. 8 7.5 10.9 
＇出所〕 INEとBE。
2-13表建設にかんする主な指標 変化率
I 1979 I 1980 I 1981 I 1982 
建設活動の一般的指標
セメントの見掛け消費 -5.7 -5.0 -6.3 0.3 
建設資材の生産 -4.1 -1.5 -0.1 -4.1 
鳶成鄭比業者数 -5.5 -6.9 -7.6 -1.5 
建設業雇用者数 -7.6 -7.9 -9.9 -1.5 
建設工事〔SEOPANによる実質額〕 -5.0 -3.6 -2.5 0.5 
建設請負の指標
住宅着工数 -18.6 -2.2 -3.7 -10.0 
公募入札額
時価表示 14.3 25.6 32.6 34.5 
不変価格表示 ―,o.B 6. 7 13.6 18.8 
建設投資の指標
住宅投資〔不変価格表示）〔a〕 -4.8 -14.6 -5.l -7.2 
公共事業投資〔不変価格表示〕〔b〕 . -5.4 4.7 19.5 
出所〕 MOPU, INE, OFICEMENおよびBE。
a)住宅着工数と平均18カ月の建設期間から推計した。
b〕公募入札額〔不変価格表示〕と施工期間による同入札額の按分値から推計し
た。
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ものの，他方で民間建設需要が産業用も住宅用もともに再び落ち込んだ結果，需要の低迷
を示しつづけた。年間（比較）で見ると建設投資は， 1981年に達成された水準で横這い状
態であったが，このことは，中間財消費のささやかな低下と相まって，その付加価値にわ
ずかなプラス〔0.5彩〕の伸びをもたらした。建設部門の活動のリズムは， 公共事業投資
が開始され，また住宅投資がいくらか安定した結果， 1981年下半期にある程度の回復を記
録していた。それにもかかわらず， 1982年上半期には再ぴーー住宅部門で悪化が見られ，
また公共事業の上昇傾向が鈍ったために一ー後退していったのである。同年下半期に，建
設活動があらたな剌激をうけ， また住宅部門の低下が鈍化したために， その活動のリズ
ムはいくらか安定化（する兆し）を見せた。
鳶設部門の実質成長はささやかであったけれども，そこでの雇用の推移は1981年ほど下
向きではなく，その就業者数の減少幅も小さくなった。また，労働力と建設資材（の低廉
化）に由来する生産コストの鈍化によって，建設部門の動向は前年よりもインフレ的では
なくなった〔2.3.2節，参照）。
2.1. 3 サーピス業
サービス部門が1982年のスペインの経済活動において主役を演じたことは，その主要な
マクロ変数の推移をみればあきらかになる。すなわち，①サービス部門は，その実質付加
価値が最大の成長（率）を記録した部門であり， それゆえ事実上， 1982年の国内総生産
GDPの伸びはすべてサービス部門の寄与によるものであった。②サービス部門はまた，
消費需要の側から，その市場価格に最大の上昇（率）が記録された商品の生産部門であっ
た。③間接税と経営補助金の比率において（サービス部門は）他の諸部門に比べて有利な
動きに恵まれたために，要素費用で計った最終価格の上昇はなお一層大きくなった。④さ
らにサービス部門は一一政府部門の非売（無償）サービスを除けば—，その最終生産デ
フレーターよりも付加価値デフレーターのほうが大きな上昇（率）を記録した唯一の部門
である。⑤以上の結果，サービス部門で生み出された貨幣所得もまた，経済の他の部門の
それよりも大きく伸びたために，この部門で大幅な賃上げがあったにもかかわらず，その
総営業余剰に回復が見られたのである。⑥最後に，サービス部門は就業機会を純（ネット
で）創出した唯一の部門であった。
こうした傑出したデータの集積は，しかしながら，望ましい推移を表明したものではな
く，むしろスペイン経済が（石油）危機の開始以降，累積させ続けてきた深刻な諸不均衡
を反映したものに他ならない。実際， 1982年の GDPに占めるサービス部門のウエート
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の絶対値ー一時価表示で58.6%—ーは，スペインの生産構造の変更をつうじて達成された
のであるが，この変更は，強いインフレ過程をつうじて生み出された一ーその点について
は，本章の2.3節で分析されるであろう一ーだけでなく，工業活動が大きく後退した数年
間においては特に激しかった。かくて1970年~79年の9年間に，サービス部門のウエート
は48.8%から55.4%に上昇し，またその後の3年間に，さらに上記の比率 (58.6%)にま
で達したのである。失業を抱えて停滞した経済において，需要と生産の構成が系統的にサ
ービスに有利なように変化しているのは，—そうした変化に伴って，工業活動の麻痺も
しくは低下が生じているとすれば，その程度の多少に応じて一気掛かりなことである。
工業活動は，これまでもまた将来も，スペインにおいて富を創出する最も重要な源泉なの
だから。
実際， 1982年のサービス業における実質付加価値の全体的な伸びを，そこでの就業者数
の推移と比較してみる〔本章の2.4.1節を参照〕と，こうして計られたサービス部門の見
掛けの労働生産性が停滞していたことが分かるが，これは，サービス業における就業機会
創出の非常に大きな部分が， 経済の他の諸部門よりも低い生産性を有する公共（部門で
の）雇用の創造に由来していた，という事実に基づいている。他方で，同じように推計さ
れている民間サービス部門の見掛けの平均生産性の推移は，一~わずかだがプラスの伸び
を見せているが一ーサブセクターごとに非常にまちまちの動きを覆い隠しているので，も
しその推計の際に，各サブセクターの生産性（の上昇）に適切なウエート付けがほどこさ
れたならば，おそらく全体の伸びはより低くなったであろう。 1982年の雇用動向にかんす
る手元の情報は，ー一不正確で， しかも用いられている情報が詳細であればあるほど誤差
の可能性もより大きいのであるが一民間サービス業における就業者の増加の重要な部分
が，やはり相対的に低い生産性を有する諸部門で生じたことを示唆しているからである。
2 -15表には， 1982年のサービス部門の細分化された動向にかんする若干の数値が載っ
ているが，そこから一本『年次報告』を作成する際に存在したデータの不足とその暫定
性を考慮したうえで一各サブセクターの推移にかんする実質成長の絶対量ではなく，む
しろそのありうべき符号（方向）が示されるであろう。
「政府の非売（無償）サービス」部門は， 1981年にすでにサービス業の付加価値の18.4
彩を占めていたが， 実質で4.1形の伸びをもった1982年には， スペイン経済の総生産にお
けるウエートを高め， GDPの成長1.2形のうち単ー 独で0.43ポイントの寄与度を有するに
至った。さらにそれは，就業機会の創出にかんしても最も重要な部門であったが， しかし
実質付加価値を上回って就業者数が増えた結果，生産性は低下したのである。
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2 -14表 サービス部門の主要なマクロ指標〔a〕 ， 変化率
1979 I 1980 I 1981 1982 
総付加価値〔実質要素費用〕〔a〕 1. 7 1.2 1. 3 2. 1 
民間サービス 1.1 0.6 0.9 1. 6 
政府非売（無償）サービス 4.5 4.1 3.0 4.1 
総付加価値デフレーター 17.7 15. 7 13.1 14.9 
民間サービス 17.9 15.6 12.9 15.9 
政府非売（無償）サービス 16.5 16.2 14.0 10.3 
就業者数〔b〕 1.0 -0.5 -0.2 2.0 
民間サービス 1.0 -1.6 -0.7 1. 3 
政府非売（無償）サービス 0.6 4.2 1. 7 4.6 
生産性〔c〕 u u 1. 5 0. 1 
民間サービス 0.1 2.2 1. 6 0.3 
政府非売（無償）サービス 3.9 -0.1 1. 3 -0.5 
労働時間当たり賃金収入〔d〕 24.5 20. 7 15. 6 15. 5 
就業者一人当たり賃金収入〔d〕 22.6 20.? 14. 8 14.1 
消費者物価（サービス関連） 19.7 16.4 14.4 15. 7 
出所〕 INEおよび BE。
り 1981年と1982年の数値はそれぞれ前年の不変価格で，また1979年と1980年
の数値は1970年の不変価格で算定されている。
b〕EPAのデ→にょも
c〕実質付加価値を， EPAによる就業者数で割ったもの。
d〕賃金調査によるが，商業，銀行，および保険業のみが含まれている。
民間サービス業の平均成長率〔推定で1.6%〕は， その動向をあまり（正確には）示し
ていない。というのもそれは，前に指摘したように，非常にまちまちの推移の結果に他な
らないからである。かくて，「商業・ホテル業」では， このサブセクター全体について推
定された伸びのほとんどすべてが， 1979年と1980年の絶対的後退ののちに2年続けてプラ
スの成長率を記録したホテル業活動の貢献に依拠していた。この部門は，サッカーのワー
ルドカップ戦がスペイン各地で展開されたお蔭で，ふたたび大幅な一ー1981年に達成され
た高く評価すべき成果に匹敵する一伸びを見せた観光活動に，非常に関連しているので
ある。逆に， 1979年と1980年に絶対額でも後退した商業は，その後も衰退の兆候を示しつ
・づけた。①第一次産業と工業部門の生産が全般的に後退し，②民間消費の伸び率もわずか
であり，⑧大規模店舗でのデフレートされた（実質）売上指数といった，ある部分的な指
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2 -15表民間サービス業における実質付加価値の推移〔a〕 実質変化率
1970~1978 1978~1980 198〔2b/〕1981 
商業・ホテル業 4.0 -0.8 1.1 
商業 3.9 0.7 0.0 
ホテル業 4.5 -5.1 4.5 
輸送・通信 7.8 2.3 1. 8 
輸送業 6.7 1. 9 1. 2 
通信業 13.2 4.0 4.0 
民間金融機関 7.1 4.2 3.? 
その他のサービス 4.2 1.3 1.4 
不動産賃貸サービス 3.4 2.3 1. 4 
その他 4.4 0.5 1.4 
出所〕 INEとBE。
a J 1982年の数値は前年の不変価格で， また1970年から (1978年と， 1978年
から）1980年の平均値は， 1970年の不変価格でそれぞれ算定されている。
1981年については金融機関のデータしか利用できない。そのため，それ以
外のサブセクターの算定において用いられたウェートの構成は1980年に対
応している。
b〕暫定的な推計。
標が下向きに推移したことから，このサブセクターは1982年に事実上停滞しつづけ，した
がって雇用創出にマイナスの影響を与えたという印象が強くなっている。経済の全般的な
活動にたいへん依存し，また相対的に割高な要素（労働力）をたいへん集約的に使用する
ーサービス業就業者の40%以上を雇っている―この商業・ホテル業部門は，非常に不
安定な収益状況のもとで第二次（石油）危機に立ち向かわざるを得なかった点に留意され
たい。そうした状況から，合理化の努力と労働力の不可避的節約が迫られたのであるが，
これは，小規模な商業の場合，多数の閉店と市場の縮小をもたらした。
輸送サプセクターは，会計（処理）上の観点からサービス業に含まれているけれども，
その経済行動からみて，サービス業のなかで特異な分野である。というのも，最的に最も
重要な部分である道路輸送は，工業に類似した活動をしているからである。工業の国内生
産が衰退しており，また国際規模での景気後退が1年以上も長びいている一ーその結果，
世界貿易も衰退している—ために，依然として貨物輸送にたいするマイナスの影響が続
いているに違いない。このことは，スペイン国営鉄道RENFEにおけるキロメーター当た
りの輸送重量〔トン数〕や，港湾における積荷の揚げ降ろしにかんして利用可能なわずか
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な数量指標ーーいずれも後退を示している一ーに反映されている。それにもかかわらず，
輸送部門全体の活動の成長率はプラスであった。なぜなら，数量的にあまり重要でないと
はいえ旅客輸送-とくに槻光ブームの年の好成績にも疑いなく助けられた航空運輸ー一
が，貨物輸送を大きく上回る活力を維持したからである。
通信サブセクターの推移を計量した一ーやはり非常に不完全だが—手元の情報では，
通信活動がかなり重要な一~これまでの平均を下回るとはいえーープラスの率で成長しつ
づけたように見受けられる。この分野は1960年代の中頃から非常に強い成長を記録した点
を忘れてはならない。つまり， 1964年から1974年にかけての年々の累積成長率が11.8彩で
あったのに対して， 1974年から1978年にかけてさらにその率はわずかながら一一12.7彩ま
で一加速し，その後は急激に低下したのである。
1982年の「輸送・通信」部門全体をウエート付けした結果，実質でわずかだがプラスの
成長がみられたが，それは，手元の情報にしたがえば，就業者数のこれといった増加なし
に達成されたのである。
民間金融機関と保険業のサブセクターは1982年に，経済の他の諸部門と比較すれば相対
的に重要な実質成長を記録した。もっとも，保険業の分野では，これまでの数年間と同じ
ような後退が続いていた。雇用の観点からみて，この部門の活力は就業人口のある程度の
増加をもたらしたけれども，このサービス業の分野における活動の増大は，労働生産性の
大幅な上昇を伴いつつ展開されていることが，データによって示唆されている。
それゆえ， 1982年における民間サービス業での雇用創出のかなりの部分は，国民経済計
算で「その他の販売用（有償）サービス」と呼ばれている項目と「家事サービス」の項目
において生じたように思える。前者のなかで住宅賃貸サービスは，最新のデ｀ータが利用で
きる1980年に，上記の項目の付加価値全体の31.3彩を占めていた。 1982年に総住宅ストッ
クの伸びは前年と同様に鈍化しつづけたので，賃貸サーピスの実質付加価値の伸ぴ率もま
たわずかであったに違いない。明らかに，賃貸（サービス）分野での雇用は全就業人口の
ごくわずかなパーセントしか占めず，またこのグループの他の二つの分野—保健衛生と
民間教育—は相対的に後退している活動部門に属している点を考慮に入れるならば，ど
う見ても，民間サービス業において働き手の吸収（雇用）が集中した部門は，事業所向け
サービスと，—民間サービス業の総就業人口の 9 形を単独で雇っている家事サービスが
含まれるー~ この部門は，非常に多様な活
動を包含しており，その付加価値も非常にまちまちで，またその実際の生産性も評価する
のが難しいに相違ない，雑多な集合体である。
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2.2需要
1981年と1982年のスペイン経済の主要なマクロ指標についてなされた推計ー一その要約
が2-16表に載っている一ーには， 最終需要〔国内需要＋輸出）の変化率に著しい改善の
あとが見られる。最終需要は， 1981年の一0.5彩減から82年には1.5彩増になったのである。
財・サービス輸出は，この2年間により堅調な脈動ーー1981年に 7.9鍬 1982年にも 7
彩の伸びーーを維持した，最終需要の構成要素である。もっとも， 198砕三の変化率の一部
は，「マキラ制」（原油を精製してその一定割合を石油輸入相手国へ再輸出する制度）のも
とでスペインの精製業者が加工した石油精製品の輸出の急増によって得られたものであ
る。というのも，その他の商品輸出はこの両年のあいだに著しく鈍化したからであるn
逆に，，内需は， 1982年にわずか〔0.6彩〕しか伸びなかったとはいえ， 1981年に見られ
た1.8彩の低下に比べれば改善したことになる。こうした改善は， とりわけ公共ならびに
民間の総消費が伸び， また在庫の減少率が強く鈍化したためであって， 固定資本投資に
は，かなりの悪化が見られた。この内需の推移は，他の観点からみれば，政府部門の需要
の強い伸びと民間支出のあらたな低下に繋がっていたのである。
最終需要の上記の1.5%の成長には， たった1.2彩の国内総生産 GDPの増大と3.4彩の
1. 総消費
2. 総資本形成
固定資本
在庫変動
3. 国内需要〔1+2〕
4. 輸出
5. 最終需要〔3+4=6+7〕
6. 輸入
1. 国内総生産
〔参考〕
国内民間需要
政府需要
出所〕 INEとBE。
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2 -16表最終需要
実質変化率
1981 I 1982 
-0.9 1. 2 
-5.2 -1.8 
0.9 -1.3 
-1.8 0.6 
7.9 7.0 
-0.5 1.5 
-4.0 3.4 
0.1 1.2 
-2.6 -0.5 
3.6 7.4 
彩
最終需要成長への寄与度
1981 I 1982 
-0.6 0.8 
-0.9 -0.3 
0.2 -0.2 
-1.1 -0.1 
-1.5 0.5 
1.0 1.0 
-0.5 1.5 
-0.6 0.5 
0. 1 1.0 
-1.9 -0.4 
0.4 0.9 
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輸入増が伴っていた。この輸入の増加は，輸出の場合とは異なって，エネルギー関連製品
の獲得に集中して生じたのではなくー一これには強い鈍化が見られた一一ー，むしろ非エネ
ルギー関連製品に集中していたのであって， その伸び率は， 1981年の一8.3形から1982年
には6.5形になった。
これらの数値には，輸出と政府支出に支えられた経済が反映されている。そして， 1982
年にはその経済に，民間消費がつけ加わったのであるが， しかし総固定資本形成は引き続
き悪化したのである。換言すれば， こうした経済では， その基底において競争性が乏し
く， また供給の側で累積した諸問題が輸入性向を―ェネルギ一部門で達成された（技
術）進歩（による輸入減）を除けば一一高めているように思える。このような状況下で，
内需の刺激をつうじて経済活動を活性化する企ては，その試み自体に内包されていた対外
不均衡の急速な悪化によって，おおかた失敗に帰する運命にあるように思える。
2. 2.1. 国内需要
国内民間消費は，前年の推移よりは良くなって1982年にプラスの伸びを示したものの，
非常にわずかな一一推定で0.4%の—増加にとどまった。
手元のわずかな指標からもほとんど例外なく，こうした回復のささやかさが確かめられ
る。消費財の工業生産指数は， 前年 (1981年）に比べて事実上一定の水準で維持された
が，この1981年には， 80年に比べてかなりの低下が見られたのである。工業生産指数を構
成する食料品の項目はわずかな後退さえ見せていたが，しかしこの後退は，①この種の製
品輸入の急増と，②輸出の停滞，そして③在庫の取崩しによって埋め合わされたに違いな
い。その他の消費財〔工業製品〕の生産は，各項目ごとに大きな違いがあるけれども，全
体としては非常にわずかしか伸びなかった。 とまれ， 衣服• 履物・（その他の）繊維製品
にかんする手元の情報では，この6年間ではじめてプラスの変化率が見られたのである。
同様に乗用車は，生産台数から見ても新規登録台数―これは，消費の指標としてはより
優れている一から見ても， 1982年全体をつうじてかなり成長して， その登録台数は，
1977年に始まった絶え間ない低下をプラスに転化させ，ほぼ6形の伸びを達成した。こう
した回復に寄与した要因としては，ガソリン価格の相対的低下一ーそれは， 1981年中頃か
ら事実上1982年全体をつうじて一定に保たれた一ーのほかに，将来の燃費の推移がこの数
年来ほど険悪ではなさそうだ，という一般の判断が挙げられる。乗用車の使用コストの低
下を意味するこうした期待と，この数年来その更新が不十分であった車両の当然の老朽化
から，この需要は強く刺激されたに違いない。しかしながら，最も増大したのは輸入自動
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車であって， 全体の伸ぴに2.4ポイントも寄与した点を強調しておくのも大切であろう。
こうした事実は，各家計の所得勘定を構成する諸項目ー一これについては，もっと先で触
れる一の，（貧富の）差を示すさまざまな推移と関連しているであろう。国産車よりも
一般に高価な輸入乗用車がこのように急増したことから判断して，総消費にたいする乗用
車関連支出の寄与度は，上記の（輸入車も含まれる）新規登録台数の伸ぴを上回って大き
く増大したに違いない。乗用車の総需要が主として高まったのは1982年第I四半期であ
り，その後いくらか衰えたけれども， 10月~11月にかけてとくに強くなった，明らかな回
復を底堅くしたのである。
家庭用耐久（消費）財の生産は， 1982年をつうじて大幅に低下し， 4年前から見られた
マイナスの変化率はさらに大幅に悪化した。とはいえ，こうした集計量に一括されるいろ
2 -17表民間消費にかんする主な指標
I 1979 I 1980 I 1981 I 1982 
数量指標〔成長率〕
国内民間実質消費〔国民経済計算〕 1. 2 1.4 -1.1 0.5 
乗用車の新規登録台数 -5.1 -7.5 -11.9 5. 9 
ガソリンの消費量 5.3 -1.8 -1.0 2.6 
工業生産 0.9 1. 1 -3.4 0.2 
食料・飲料・たばこ 5.9 0.6 4.1 -0.3 
その他の消費財 -1.1 1. 3 -6.7 0.4 
履物・衣服•その他の繊維製品 -2.9 -9.0 -9.8 4.7 
耐久消費財〔乗用車を除く〕 -10.5 -3.7 -4.6 -9.4 
企業実態調査による指標
消費財全体の受注残高 (a〕 -33 -50 -47 -34 
食料・飲料 -29 -42 -37 -26 
衣服•履物・その他の日用品 -32 -52 -48 -39 
耐久消費財・輸送機器 -45 -63 -66 -43 
製品在庫〔b〕 13 24 25 18 
食料・飲料 16 24 20 15 
衣服•履物・その他の日用品 11 25 18 21 
耐久消費財・輸送機器 32 47 51 12 
出所〕 INE, Ministerio de Industria y Energiaおよび BE。
a〕（受注残高が）「高い」という回答比率％と「低い」という比率％との差。
b〕凜品在庫が）「通常以上」という回答比率％と「通常以下」という比率％
との差。
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2-3図 民間消費にかんする指標〔a〕
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a) 3カ月の移動平均。
b〕％オクタン価のガソリン。
いろな耐久財の生産にかんするデータから， 非常に意味のある差異が読み取れる。つま
り，家庭用電気製品の製造は，マイナスだが前年よりもずっとましな変化率を示し，また
この項目のなかでは，いわゆる「リネア・ブランカ」（冷蔵庫・食器洗い機・洗濯機など
の白系統）分野は， 1979年以来の低下にほぼ歯止めを掛けるに至った一ーテレビ・オーデ
ィオ・ビデオなどの一ー「リネア・マロン」（茶系統）よりも， 回復の程度が弱かった。
逆に，調理器や暖房機器のようなその他の家庭用耐久財の生産はあらたに激減して，その
低下率はマイナス22形弱に達した。他方，外国貿易の全体的な推移は，耐久財の実質輸入
の相対的な停滞と輸出の低下を示唆しているが，しかし適切な輸出入単価指数が利用でき
ないので，この集計量を構成するいろいろな項目の推移を詳細に知ることは非常に困難で
ある。最後に， 2 -1? 表は前年に比べて低下した在庫でもって（分析を）終えているが，
この在庫減は，消費が経験したはずの（あの）予測可能な推移を前にして（生じた）生産
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の衰退を，部分的に埋め合わしたであろう。以上の一般的な状況から，①耐久財の支出は
主として中・高級レベルの設備を構成する品目で再び落ち込み，また②相対的によりつま
しい耐久財や住宅支出と部分的に関連した耐久財の消費では，さらに一層縮小が生じた点
が読み取れるように思える。
他の消費指標に目を転ずると，この3年間ではじめてプラスになったガソリンの消費の
増大が際立っているが，それは，銀光の大幅な伸びに恵まれたものであるけれども，ほぽ
1982年全体をつうじて高水準に維持された。企業の実態調査については，とくに1982年末
の数力月間，すでに述べた消費財の在庫水準の低下と，前年を明らかに上回る受注残高の
水準とが観察されるが，これは，その数力月間に耐久消費財と輸送機器の項目に強い引き
合いがあったからである。大規模店舗での実質売上指数もまた―この統計シリーズに
は，消費の推移の指標としては充分に留意しなければならない点があるとはいえーー，前
年をわずかに下回る全般的な推移のなかにあって，同年末の数力月間iり積極的な動きを
示した。
1982年央の相対的な落ち込みの後，同年第w四半期にいろいろな方面の民間消費で見ら
れた大きな回復の兆侯は， 国民雇用協定 ANEの半年ごとに改定される条項の適用と関
連しているように思える。そうした適用によって，数量化するのは難しいとはいえ追加的
な賃金収入が生み出されたのであって，これはおそらく高い消費性向を有していたに違い
ない。
一般的に言って， 1982年をつうじての民間消費の伸びは，家計の所得勘定から判断され
る推移によって導かれるものより若干劣っていた。すでに1981年の『年次報告jにおいて
消費者の行動は，ーー経済情勢の悪化と危機の明らかな長期化を前にして，再びより慎重
になったという意味で一→修正されつつあ、るという可能性が示唆されていた。こうした観
点から， 1981年の家計貯蓄率に見られた回復が指摘されたのである。この1981年には，そ
れまでの貯蓄率低下のプロセス―これは，消費水準を下げたくないという欲求を反映し
ており，消費は可処分所得の伸びを上回るリズムで増大していった一ーに歯止めが掛けら
れた。 1982年にはまず間違いなく，このような新しい消費者の姿勢が強化されつつあり，
また貯蓄率にたいするその効果も，実質的にじゅうぶん引き合う利子率に誘発されて高ま
ったであろう。
だが， この可能性を家計の可処分所得勘定からはっきりと直接確かめることは出来な
ぃ。その評価には，統計上大きな困難が伴うからである。 1982年にこの勘定の評価に影響
を与えた，会計上のわずかな調整後の家計の総収入の伸びは，全体としてはきっと， 16彩．
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前後であったに違いない。消費者物価指数の年間の平均的推移を考慮に入れると，この伸
びは約1.3%と推定される実質所得増に相当する。この実質増はささやかなものと見なし
うるが， しかしわずかながらマイナスの率が記録されたその前の2年間に比べれば，状況
はかなり改善されたのである。同時に，貯蓄率もまたいくらか回復して， おそらく 8.7%
前後に達したであろう。
総所得の伸びにたいする雇用者（賃金労働者）の報酬の寄与度は非常に弱かった。とい
うのも， 3 年続けて賃金総額の伸び一ー1982年に 12.7%と推定される—は，各年の消費
者物価指数の平均上昇率を下回ったからである。雇用者の雇用の推移は， 1982年にその低
下（傾向）を大いに緩和させ，前年の一3.2%から一0.7%になったので，雇用者の報酬総
額から判断して雇用者一人当たりの報酬増は，前年よりもかなり鈍化した一ー名目で1981
年の15.8%増から1982年には13.5%増になった一ーものと思われる。しかしながら，こう
した数値は，労働市場での位置づけや所属する部門ごとに大きく異なる各雇用者間の差異
を隠蔽しているが，この問題については，物価と生産コストにかんする次節で指摘される
であろう。
所得勘定全体への刺激は，何よりも財産所得と法人所得とに起因しており，政府部門に
よる家計に有利な所得再分配効果はそれほど大きくなかった。この二つの要因のうち前者
—そこには，個人経営者の所得，利子・配当，および賃貸料が含まれる一~ ①営業
余剰に見られた回復と，②銀行や他の金融機関の預金ならびに公債の利子に生じた大きな
伸ぴにも恵まれて，よりダイナミックな動きを示した。家計のこうした所得〔項目〕の増
加率は18%前後であったと推定されている。
政府部門は，家計の所得勘定に再分配効果をつうじてプラスの純貢献をなした。実際に
1982年に支給されたと考えられる社会保障給付は，その前の2年間と同様に，社会保障費
と租税の総計よりも高い率で増えた。さらに，租税の伸び率はかなり低下したのである。
こうした項目が可処分所得の伸びにもたらした純寄与度は， 当初1.4%ボイントと算定さ
れた。しかしながら，租税と社会保障給付の推計に影響する会計上の麒翻を考慮に入れる
ために必要な一連の調整をおこなうと， 上の数値は 0.9%ボイント前後まで低下するので
ある。最後に，社会保障給付からの支出性向は一般に，他の所得からの支出性向よりも高
いという点を指摘しておこう。それゆえ，こうした家計の所得勘定をつうじて民間消費に
作用しつつ，その消費を支えている政府部門の貢献について特筆しておかねばならない。
公共消費は1982年に， 前年よりかなり高い6.1%の率で伸びた。こうした加速化は人件
費の増大と（財・サービス）純購入の急増に起因していた。人員の拡充は， 1981年の1.7 
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2-18表 総資本形成 単位： 10億ペセタ， 96
1981年の〔不変〕価格表示 実質成長率
1981 1982 1982 
総固定資本形成 3,425.6 3,381.3 -1.3 
建設 2,216.7 2,216.7 0.0 
住宅 -6.2 
その他 4.0 
プラント 1,208.9 1,164.6 -3.7 
輸送機器 5. 1 
一般機械•その他の設備資材 -6.8 
在庫変動 99.0 81. 6 -17.6 
総資本形成 3,524.6 3,462.9 -1.8 
公共固定資本投資 366.7 421. 3 14.9 
民間固定資本投資 3,058.9 2,959.8 -3.2 
％増から1982年に4.2形増にのぼった。こうした推移は， 民間部門の雇用者数の低下と対
照的である。かくして公共部門は， 1982年においても雇用を創出するうえで最もダイナミ
ックな要素であり続けたことになる。人員拡充のリズムの加速化は，総報酬（人件費）の
伸びの鈍化と両立した点を特筆しておこう。後者の伸びは，一人当たり報酬が〔1981年
の15.3形増から 1982年に 10.2形増へ〕抑えられたお蔭で， 1981年の 17.3形から1982年に
は14.9彩に鈍化したのである。政府部門の側の財・サービスの純購入は， 1982年に非常に
強い16.4彩の伸びを記録し，なかでも軍需品購入の大幅増が目立っている。
総固定資本形成は1982年に約1.3形縮小した。こうした低下は， 1981年の0.4彩減に続い
て3.2彩も減少した民間投資に集中していた。逆に公共投資は実質で， 1981年の13.8形増
に続いて14.9彩上昇したが，これは政府部門の非常に大きな投資努力を証明している。
プラント投資が1982年に約3.7%減少したことは， いくつかの推計から明らかである。
このことは， 2年来の拡張傾向の急激な破綻を意味している。そうした後退は，推定で約
6.8形の低下を伴った，一般機械と他の設備資材への支出に局限されていたことが手元の
指標から示唆されている。逆に，輸送機器への投資は，推定で約5%の上昇をみたのであ
る。プラント需要の減少は，基本的に国民生産に影響をあたえ，工業生産指数のプラント
の項目に7.9形の低下が見られた。 しかも， 一般機械と輸送機器の輸入が大幅に増えたの
に対して，それらの輸出の伸びはよりささやかなものであった。
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2 -19表 固定資本投資にかんする指標
—建設業を除<― 彩
1981 1982 
1981 1982 
第四半期1第四半期1第四半期l[I第四半W期第四半期I第四半期I第四半期DI¥第四半w期
数量指標〔成長率〕
工業生産 ?.8 -7.9 -1.9 18. 3 13.3 -32.4 22.0 -34.5 -26.3 34.0 
金ボ属イ装ラ置ー類・ 1. 7 2.7 -25.1 -1.6 -9.6 10.6 9.8 31. 0 -33.0 -5.5 
輸用バ送車イ機をと器オ除 〔ー乗ト -1.2 -3.4 -29.5 19.9 23.3 -33.2 111. 0 -59.4 -47. 7 116.1 
＜〕
一の般他機プ械ラ • そント 13.5 -12.0 18.6 22.4 21. 9 -42.5 -1.9 -30.4 -11.1 15.5 
企る指業標実態調査によ
受注残高〔a〕 -44 -24 -49 -47 -44 -36 -24 -18 -23 -29 
保期受注証間残さ〔高bれ〕たに労よ働り 147 161 154 144 152 139 156 168 147 172 
工す〔a業〕る投一般資的に期か待ん ， 17 1 17 11 5 12 24 18 13 
出所〕 INEと Ministeriode Industria y Energia。
a〕 （受注残高や期待が「高い」・「低い」という）逆の符号をもった回答の比
率％の差。
b〕日数。
企業の実態調査〔2-4図をみよ〕で判明した投資プロジェクトの促進要因を検討する
と，生産コストの削減と製品の品質改良をつうじて生産プロセスを「合理化」するための
投資プロジェクトの重要性が際立っており，しかもその傾向は，とくに1980年から強まっ
ているのである。とはいえ1982年には，そうした傾向に変化が認められた。生産能力の拡
大を図ったプロジェクトは， 1979年以来ほとんど変わらない低下（傾向）を示したが，こ
の傾向は1982年にとくに強まったのである。同年には，新製品製造のための投資プロジェ
クトまで低下した。逆に，旧い設備の更新に向けられたプロジェクトには， 1982年にある
程度の増加が見られた。
企業実態調査結果（の検討）を続けると，投資プロジェクトの進展を妨げている諸要因
のなかで， 需要衰退の重要性が際立っている（ことが分かる）。こうした衰退は， 1979年
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2-4図投資プロジェクトの決定要因〔a〕
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切 3カ月の移動平均。
b〕製造コスト引下げ・人員削減・製品の品質改良のための投資プロジェクト
を含む。
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から激しくなっていったが， 1982年をつうじて上向いたのである。この事実は一ー1977年
以降その伸び率を低下させた後， 1982年にささやかな回復を見せた一一売上高や GDP.
の推移によって衷付けられている (1〕。このことは，利用された生産能力（稼働率）の
上昇に反映されていたとはいえ，稼働率そのものは，拡大のためのプロジェクトを断念さ
せかねない，相対的に低い水準のままであった〔2-5図をみよ〕。
このような需要の衰退状態と生産能力の利用状況のなかに，能力拡大を目指したプロジ
ェクトが重要性を失った理由が見出せる。実現された投資の性格，さらにもっと具体的に
言えば工場施設を拡充する投資プロジェクトの減少は，非住宅・、建設投資と非住宅・固定
資本投資との関連性（比率）が大きく低下したことに反映されている〔2-5図〕。こうし
た関連性は，政府部門が実現した建設支出を控除すると，一層希薄になる。
繰り返し指摘されたことだが，スペインにおいて実現された生産的投資の非常に重要な
部分は，この数年，①輸送・通信部門と，③エネルギ一部門ーーとくに〔火力発電や窯業
における〕石油からたとえば石炭のような他のエネルギー源への代替や，石油精製の際の
利用度の向上＿に関連したプロジェクトに繋がっていた。原油価格の上昇に関連して現
れたこうしたプロジェクトは， 1980年と1981年のプラント投資の回復をかなり促進したの
である〔2-4図をみよ〕〔2〕。それらのプロジェクトは， 1982年にも引きつづき総資本
形成のたいへん重要なフローを支えていたが，しかし多くの場合，それぞれが最高潮に達
しつつあったり，すっかり頂点を通りこしていたために，それらに由来するこうした投資
フローの上昇率は弱まった。
プラント投資の後退を説明する際には，その前の2年間にわたって自動車産業で新製品
の開発を目指した非常に重要ないくつかの投資プロジェクトが展開されており，しかもそ
の最も目立ったプロジェクトには1982年に完成した工場施設の建設が含まれていた点も，
他方で考慮に入れておかねばならない。
プラントにおける総資本形成を支えるもう一つのあり得べきルートー一その収益性の展
望は，過去に可変費用に見られた高騰と，生産プロセスで経験された技術革新や改良〔旧
い設備の再編と更新やいろいろな部門の合理化のプロジェクト〕によって左右されている
一ーが，どの程度進捗するかは，①国際情勢の推移に結びついた不確実性と，③内需自体
1〕売上高の場合，その低下は1979年からより明確になった。
2J逆に，道路輸送機器と他の産業用自動車の新規登録台数は， 1979年から記録された石
油製品価格の連続的な値上げとともに，大幅な後退に見舞われたが， 1982年には同製
品価格が相対的に安定し改善されたのと軌を一にして，急増を記録したのである。
209 
424 闊西大學「純清論集』第40巻第2号 (1990年7月）
2-5図 プラント投資と非住宅建設投資の決定要因
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出所〕 INE, Ministerio de IndustriaおよびBE。
a〕国内総生産＋輸入ー在庫変動。
b〕石油精製品価格／実質資本コスト。
c〕実質資本使用コストは，プラント投資デフレーターに実質利子率ー一そこ
には一定の割引率が加味されている一を掛けて算定されている。実質利
子率は，名目利子率と一今期までの 3年間の実績を平均して得られた
—期待インフレ率の差として算出される。名目利子率のほうは，手形割
引と銀行信用の各利子率ならびに産業（関連）債券の内部収益率の平均
である。
一人当たり賃金総額は，国民経済計算と被雇用者のデータから算出され
た。そしてエネルギー価格は，工業卸売物価指数を構成している一要素に
他ならない。
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にかんする中期的な期待，および一ーより一層重要なことだが-③金融事情に，間違い
なくより大きく依存しているが，これらの要因は1982年に民間投資需要を落ち込ませるう
えで重要な役割を演じたに違いない。
企業の実態調査は，投資プロジェト進展の制約要因としての外部資金調達の困難さが．
信用市場にかんする他の指標と同様にウェートを減じたことを示しているが，こうした現
象は， 1981年と 1982年の大部分における—ただし1982年 9 月 ~12月期には，ある程度の
傾向の変化が認められるが一民間部門への信用割当の指標においてとくに明白になっ
た。しかし，本「年次報告」の3章と 4章でより詳細に取り上げられるが，信用の割当あ
るいは利用可能性は，金融制度の自由化と改革が行われて利子率にウェートが移された結
果，民間支出決定変数としての重要性は失われつつある。 1977年から利子率に見られた上
昇とその後の賃金コストの抑制は，相対的な資本使用コストの上昇をもたらした。この資
本コストの増大は，それがまだ歴史（経年）的にみて低い水準にあるにもかかわらず，な
んらかの影響を与えたに違いなく，こうした悪影響は，着手された投資プロジェクトの成
果にかんする不確実性の高まりによって増幅されている。
とまれ，利子率の上昇は，企業の金融事情に，おそらくより著しい影響を与えたに違い
ない。コストの圧力と生産活動の悪化は，雇用水準の調整における硬直性とも相まって，
第一次石油危機において，①営業余剰の悪化と，②内部資金創出の縮小，そして最終的に
⑧企業の負債増をもたらした。利子率の上昇は1977年以降，金利負担のウェートを高めて
きたが，このウェートはさらに，企業の基本的には短期の負債構造の結果，急速に増大し
た。そして，こうした状況下で企業は，第二次石油危機において＿より具体的には1979
年~81年の期間に一一生じたコストのあらたな圧力とマーンジの低下とに直面することを
余儀なくされたのである。このコスト圧力は，高くてしかも上昇しつつある利子率〔それ
の低下は， 国内外での大きな不均衡と公共部門の増大する圧力（クラウディング・アウ
ト）とによって阻止されているように思える〕が持続したこと＿これらの現象はすべ
て，実質交易条件の悪化とあらたな世界経済情勢から要請されている調整への抵抗に大い
に関連している一ーと結びついて，多くの場合，企業に危機的な状況をもたらしている。
金融コストの高いウェートを伴ったこうした状況は，人々が危険な資本 capitalen ries-
goの受入れに抵抗を示したことから悪化し，したがってまた債務関係において極限の水
準（状態）に達し，さらにはそれを一一投下資本の収益性が低下した多くの企業や部門で
は，みずからの市場価値も低落している点を考慮に入れれば，なおさらのことだが一一超
えている。これはすべて，スペイン経済の資本形成過程〔というより資本破壊過程と呼ぶ
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人もあろう〕の最近の推移と見通しを理解するうえで基本的なことなのである。
実際， 198碑三の前半に，原則として投資に有利な一連の諸要因がスペイン経済にたいし
て作用した。具体的には，もっと先で（詳しく）述べるけれども，①貨幣賃金プラス社会
保障費の上昇率がある程度抑制されたことと，生産性の著しい伸びが一部でみられたこと、
による平均労働コストの鈍化。③国際市場における原材料と石油のコスト低下傾向。これ
は少なくとも，為替レートの推移（ペセタ安）による価格上昇効果を緩和するのに役立
ち，事実そうした効果は石油の場合， 同年の大半をつうじて物価に波及しなかった。③
（投資に）有利な租税政策と公共支出政策。そして最後に④前述の売上高の向上。こうし
た一連の要因が営業余剰にたいして積極的な効果を—より激しいより長期間にわたるコ
ストの下方調整フ・ロセスをたどった経済に比べると，明らかにかなり小さかったとはいえ
ー一与えたのである。しかしながらこうした余剰の改善も，企業の生産的投資には反映さ
れなかった。というのも諸企業は，先に述べた状況を考慮して，まずみずからの金融ボジ
ションの改善に努めねばならなかったからである。為替レートの減価の予想は，その結果
としての対外債務の金融コスト増〔1〕とも相まって，他方でその債務の削減に力を貸
した。なぜなら，もしそれが削減できれば（他の）可能な投資計画に比べて，多くの場合
より高い直接の収益がもたらされたからである。かくて， これらの要因が一体となって
-(その背後には）さらに一年長びいた危機によって嵩じた不確実性の状況が存在した
が一一-,生産能力拡大プロジェクトの策定にたいしてだけでなく，設備の再編＇・合理化フ゜
ロジェクトの実行にたいしても消極的な影響を及ぽしたに違いない。前者のプロジェクト
にたいしては，すでに指摘したように，現有生産能力の低い利用度が依然として重荷にな
っており，また後者のプロジェクトは，まだ始動するに至っていないか，始動していたと
してもそのリズムは予想よりもゆるやかであった。いくつかの重要なケースにおいては，
これらの諸要因のほかに行政的要因や労働要因までが加わって，若干のプロジェクトを遅
れさせるうえでより決定的な役割を演じたようである。
他方1982年後半に， 情勢は著しく変化していった。①国民雇用協定 ANEのセーフガ・
ード条項が適用され，③為替レートの減価に伴って輸入財のコストに悪影響が現れ，さら
に，⑧エネルギー関連製品の最終価格が上昇したうえに，④売上高の若干の低下が重なっ
たために， 1982年末頃に営業余剰にたいして不利な作用がはたらいたに違いなく，また将
1〕為替レートの減価は，企業の金融事情を一―ーとりわけ，数年にわたって対外債務に大
幅に頼ってきた諸部門の企業にとって一ー非常に著しく悪化させることになった点を
指摘しておこう。
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来のその推移の予想にも悪影響が生じたのである。世界経済と国内生産の見通しは依然と
して曖昧であり，利用可能な貸付資金もなお不足している。これらはすべて，投資に見ら
れた後退の説明を容易にし，また近い将来について悲観的な展望を与えている。
これまでに説明した論点と，後ほど論及されるスペイン工業の生産コストの推移や競争
力からみて，スペイン経済が資本形成と成長の過程を進めるには，非常に強いコストの抑
制と企業の収益性の修復と金利負担の軽減が必要である一ーこれを軽減するには，他方で
金融市場にたいする公共部門の圧力（クラウディング・アウト）を引き下げることも必要
であろう一ーと推論せざるを得ない。現在のスペイン経済ー一そこには，非常に高率の典
型的な失業が存在し，したがってまたその企業活動は必ずしも需要不足による制約だけを
受けているのではない一~のような状況のもとでは，民間投資の動向は，需要を加速させ
るメカニズムを介して資本形成に影響を与えようとする政策的刺激には，必ずしも決定的
に依存しておらず，むしろそうした刺激にはあまり反応しないであろう。逆に，民間投資
は，そうした場合，実質賃金と資本使用コストの減少関数である期待利澗率に基本的に依
存しているのである。この問題をあえて無視して公共支出の側から投資を再活性化しよう
としても，そうした刺激は，国外に涌れ出してしまい，国内生産活動への反響はわずかで
あろう。かくて，それは，民間投資を刺激するどころか，むしろそれを削減することにな
る可能性すらある。
実質建設投資は，この数年来の低下傾向を破って (1982年に）前年の実績を維持したも
のと推定されている。だが， 1982年当初に存在した有利な期待にもかかわらず，この支出
項目の意味のある回復が底堅くなるには至らなかった。
建設支出が維持できたのは， 1982年に4%増えた非住宅建設の活力のお蔭である。とい
うのも，住宅建設は1982年にあらたに大幅な後退〔約6.2%〕を示したからである。
非住宅建設の進展のほうは，政府部門の大いに拡張的な活動によって後押しされた。新
しい公共事業の入札額は， 1981年下半期に非常に著しく増加し， 82年前半にはいくらか後
退したのちに，同年下半期にその拡大基調を回復させたのである。年率で比べると，新規
の公共事業の入札額は実質で， 1981年の13.6%増に対して1982年には18.8%も伸びた。入
札額の数値から推計すれば，実施された公共事業の伸びは20%前後ということになり，そ
の他の公共投資の増加率はこれよりずっと低いものであった。
民間部門が実施した非住宅建設投資は，逆に， 5%近いあらたな後退を記録した。こう
した事態は，エネルギー産業に関連する建設投資やサービス部門が行った建設工事が1982
年前半に有利な動きを示したにもかかわらず，生じたのである。また，その他の諸工業部
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2-6図建設支出にかんする指標
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門でも，工場施設の建設は非常に強く低下したのであって，このことは，プラント投資の
全般的後退とも，また前述したその投資の性格とも首尾一貫している。
住宅（建設）投資は， 198碑司こ約6.2彩〔1981年には4;5彩〕低下したが，その基本的な
原因は，自由な（助成なし）住宅で実施された建設工事が1981年第IV四半期から見せ始め
た落ち込みに求められる。こうした減少は，直接奨励制のもとでの公的助成付き（公共）
住宅建設にこれまで見られた高い活動のリズムが低下したために， 1_98硝三下半期から強ま
った〔2-6図をみよ〕。他方，公的助成付き民間住宅の建設工事は， 「住宅3カ年計画」
が高い着工のリズムをもたらした結果， 1982年当初から上昇傾向を示した。しかし，こう
した活動のリズムの高まりをもってしても，その他の住宅支出項目の動向（低下）を埋め
合わすことはできなかった。最後に，建設部門全体への影響はまだ弱々しいけれども，
住宅（投資）が復興され維持されたことから一ー数量化するのは難しいが一ーなんらかの
刺激が得られたようである点を指摘しておこう。
住宅（建設）支出には，考察期間中に着工されたか否かを問わず，実施されたすべての
工事が含まれている。そのため，ごく最近の傾向を分析する際には，新規請負工事と該当
する着工数とに注意を払わねばならない。ところで， 1982年に着工された住宅数は10彩減
少した〔1981年には3.7彩減であった〕。このように着工数が加速的に低下したのは，公共
住宅の着工数の減少に起因していた〔2-20表をみよ〕。というのも，民間部門による住宅
着工数一ー公的助成付きと助成なしの合計ーーは， 依然として5.5彩程度の一定のリズム
で減少していたからである。さらに，民間住宅の場合，助成付き住宅に有利に着工数が再
2 -20表住宅建設にかんする主な指標 成長率
1979 1980 1981 1982 
住宅着工数 -18.6 -2.2 -3. 7 -10.0 
助成なし住宅 -23.9 -8.2 -13.3 -11.7 
助成付き民間住宅 -20.7 -2.5 2.5 
助成付き公共住宅 122.5 46.0 14.7 -39.3 
住宅完工数 -18.2 0.8 -11.4 -1.6 
助成なし住宅 -28.8 10.8 -15.3 -10.5 
助成付き民間住宅 -11.3 -2.6 -8.5 4.3 
助成付き公共住宅 -19.9 -46.2 9.7 39.4 
建築確認申請件数 118. 9 -52.6 32.1 -3.9 
建築確認件数 21.0 2. 1 -0. 7 5. 1 
出所〕 MOPU。
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配分されるという，この2年来親察された傾向が維持された。かくて．民間部門によって
着工された公的助成付き住宅の数が安定的に推移したのに対して，自由な（助成なし）住
宅の着工数は11彩減少したのである。
これらのデータから．住宅建設支出の再活性化を企図した「住宅3カ年計画」が直面し
ている諸困難は明らかになる。換言すれば，支払能力のある需要の多寡が，自由に（助成
2-? 図 住宅建設支出の決定要因
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なしに）建設される住宅から公的助成付き住宅へ，たんに需要をいくらかシフトさせるに
すぎない「3カ年計画」では打破できない制約を，着工のリズムに課していることは，手
元の資料からも示唆されるのである。
全国建物建設・販売業連盟 ANPCEの調査〔2-7図〕が示しているように， 実際，
需要の衰退は依然として住宅建設を制約している主要な要因である。というのも，この調
査から販売のリズムの高まりが検出されたとはいえ，同時に売れ残った住宅ストックも増
加したからである〔2-8図をみよ〕。
「3カ年計画」実施後の 2年間も大量の融資額が（住宅建設に）投下されずに残った
〔2-21表をみよ〕ことと，助成なし住宅（建設）をファイナンスするためにこの「計画」
に沿って設定された資金の融資枠—政令〔1982年373号〕による一ーが事実上まった＜
民間住宅（建設）に利用されなかったことは，信用枠の不足によって住宅建設が制約され
る度合いは大きく低下したことを，他方で明らかにしている。
最後に，供給の側から―宅地価格の推移にかんする情報が利用できないのだが一ー建
設コストの推移と，ストックされていた住宅の販売価格にかんするわずかな情報から判断
して， 1982年に建設部門全体にとって収益状況の大きな悪化が生じたようには思えない
〔2-7図をみよ〕。しかしながら， 自由な住宅価格と公的助成付き住宅価格はそれぞれ非
常に異なる推移をたどった点に触れておこう。つまり1977年~80年期に，ストックされて
いた自由な住宅の販売価格は，建設コストを上回る上昇率を記録し，公的助成付き住宅は
それを下回る率を記録したのに対して， 1981年~82年期には，建設コストを下回る上昇率
をおそらく持ったのは，ストックされていた自由な住宅の販売価格であり，公的助成付き
住宅は逆に，建設コストと非常によく似た価格上昇を示したのである。
2-7図には， 主要な住宅需要説明変数にかんする一連の指標が載っている。同図の上
段に示されているように，スペインが遭遇した経済危機は，住宅投資にたいして著しい影
響を及ぼしたのであった。
一方で，失業が高い水準に達し一ーしかも労働力人口のうち特に若年層に被害が集中し
ている—，また近い将来への期待も悪化しているために，婚姻率が大幅に低下したが，
このことは，田舎から都会への移住者の流れの減少―1980年~82年期に，こうした移住
者の流れは，スペインの主要な工業地域全体について差引するとマイナスになった―と
も結びついて，住宅需要を大きく落ち込ませた。
他方，経済危機は，消費者物価指数で実質化された一人当たり所得の推移（同図〕から
分かるように，家計の購買力の低下をもたらした。こうした住宅取得能力の低下はまた，
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2-8図 売れ残った住宅ストック
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出所〕 ANPCE. 
a〕数「四半期」前に完成された，季節調整済みの住宅ストック。もとのシリ
ズーでは， 1978年第I四半期=100である。
家計貯蓄の推移を検討すると，より一層明らかになる。というのも，各家計が支出できる
可処分所得の低下にもかかわらず消費水準を維持しようとしてきた間に，その貯蓄は深く
浸食されたからであって，やっと1981年~82年期になって，経済危機の深刻さと将来にた
いするより悲観的な期待からより慎重な態度が採られた結果，貯蓄のある程度の回復が見
られたのである。
同様に，消費者物価総合指数を上回る住宅価格の上昇は1982年まで，間違いなく住宅需
要を低下させた要因であった。しかしながら， 1982年以降，そうしたプロセスは修正され
たので，住宅支出のその後の推移に有利な影響が現れるであろう。
これまでに説明した諸要因のほかに，①自由な住宅（需要）と買換え需要ー一これにつ
いては常に，より良い時期を待ちながら購入決定をおこなう自由度が残されている一ーに
とくに影響を与えている信用の高騰と，③自由な（助成なし）住宅の価格と，それと代替
的な金融資産の利子率とが異なった推移をたどった〔2-7図をみよ〕ために， また住宅
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投資の流動性（換金性）が一~巨額の物件が売りに出された結果ー一損なわれているため
に生じた，資金投下形態としての住宅の魅力の低下が加わったのである。
「住宅3カ年計画」は，こうした問題に対処しようとして，たいへん重要な住宅支出制
約要因のひとつである融資条件に働きかけたのである。 ． 
1977年以降，信用制度を改革し自由化する措置が相次いで採られたために，信用枠ある
いは信用割当の住宅支出説明要因としての役割は低下し，それに関連して利子率の重要性
が高まっていった。 2-7図で示されているように， 利子率は 1978年~82年期に大幅に上
昇し， さらに同期の前半にこうした動きは，信用の償還期間の若干の短縮をも伴ってい
た。これらはすべて，家計の金利負担の増大を意味したが，このことは，支出と貯蓄に利
用できる実質所得の低下問題をさらに深刻化させたのである。
1980年11月に承認された「住宅3カ年計画」一ー付表の法令をみょ―では，諸信用機
関との間で取り決めた，利子補填方式と融資条件〔期間〕改善方法の確立をつうじて，こ
うした問題を緩和しようと試みられたのであるが，その目標は， 1981年~83年の3年渭］に
公的助成付き住宅57万1000戸の着工を可能にする優先的融資枠の開設にあった。その後，
1981年と1982年にこの「計画」の適用範囲が拡げられ，「計画」による資金は， ①面積と
価格にかんして一定の条件を満たす自由な住宅と，R住宅の修復工事一ーこの場合は，利
子補填のメリットはうけられないー一のファイナンスにも充てることが出来るようになっ
た。付表の法令に載っている他の諸措置は1982年に承認されたもので，その目的は，従前
から公的助成付き住宅用に設定されていた融資条件—利子補填，貸付額／住宅価格の
比率，など一ーの改善にあった。
信用の供与と（供与された）信用の投下にかんする手元のデータは， 1981年第w四半期
までは「3カ年計画」の実施からなんらの剌激も得られなかったことを示している。 1982
年第I四半期に，一部は季節的要因により，また一部は公的助成付き住宅用に認められる
規格（モジュール）の公表が遅れたために，（貸付） リズムは大きく低下した。その後，
同年第II~第皿四半期に，信用の供与と投下の伸び率は持ち直して，直接（助成された）
公共住宅は民間住宅よりもダイナミックな動きを示した。最後に，同年第w四半期には，
公共住宅がいくらか停滞したのに対して，民間住宅は10月に落ち込んだものの11月~12月
期には大きく上向いたのである。信用準備高のほうはずっと緩やかなリズムで伸びてゆ
き，その推移は建設工事の遂行リズムよりもむしろ信用投下のそれにより関連しているよ
うに思える。
2 -21表には， 1982年における「計画」の実施に対応する数値と， この数値が目標値に
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占める割合形が載っている。見て分かるとおり，この年，民間信用機関で取りまとめられ
た融資量は，前年度からの資金が貯蓄金庫の側で組み入れられ， また多数の貯蓄金庫が
（融資の）拡大に調印したために，設定された目標値を上回った。供与された信用は（目
標値の） 100彩にごく近い比率を占めた。 もっとも，（そのうちで）投下された信用／目
墨値の比率はもっと低く，やっと75彩近くの値を記録したにすぎない。しかし，この比率
でも， 1981年のその実績〔61形〕を上回っているのである。この2年間全体の「計画」の
進捗度は低<,住宅建設全体に与えたインパクトも，公共住宅に基本的に依存した弱いも
のであった。民間部門でのインパクトは事実上ゼロであった。というのも，前に指摘した
ように，公的助成付き（民間）住宅でこの2年間に観察されたわずかな改善は，自由な住
宅の悪化によって相殺されたからである。 この意味で，「3カ年計画」が民間部門におい
て住宅（建設）促進面で与えたより直接的な効果は，建設された住宅の構成をシフトさせ
るにとどまったと断言できる。要するに，前にも指摘されたことだが，支払能力のある需
要（有効需要）が基本的に弱いために， 「3カ年計画」に含まれている融資条件の改善に
よっても克服するのが困難な制約が，今日まで課されてきたのである。
前述のいくつかの基本的要因ー一そのなかでも，家計の貯蓄と相対的な住宅価格や建設
コストの推移が大きな重要性を帯びている一ーが1982年に有利に展開したため，また租税
面での配慮もあって，おそらく低下し続けるであろう傾向のなかでのいくらかの改善が，
短期的にみられた。中期的には，住宅（建設）支出にかかわる金融市場で生じている変化
ー一債券市場や抵当権設定証書 cedulashipotecarias市場の進展，利子率変動型信用，
2 -21表 「3カ年計画」の実施状況 目標値に対する比率％
全 体 民間住宅 公共住宅
I 1981 I 1982 Iゑ霜 1981 I 1982 I 1981 I 1982 
融資協定の調印
融資額 95.6 106.5 101.4 92.8 
住宅数 ., 97.1 106. 9 102.2 95.6 
供与された信用
融資額 87.9 94.8 91. 7 85.1 
住宅数 93.2 93.9 93.6 90.9 
投下された信用
融資額 61. 5 75.8 66.8 48.9 
住宅数 59.5 72.8 68.9 52.8 
出所〕 Comisi6n de Seguimiento del Plan Trienal。
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償還方法の改善，など一ーは，望ましい進歩であり，それは，直接的にはわずかな影響し
か与えないかも知れないが，この数年来スペイン経済で見られた根本的な変化に，金融メ
カニズムを適応させているのである。
在庫投資は，量的には比較的控えめであったが新たな後退を示した。 GDPの成長にた
いする在庫変動の寄与度は一0.1彩ボイントと推定されている。農産物在庫について「農
産物の転換とその価格調整にかんする基金」 FORPPAのデータは，穀物・オリーブ油・
食肉・乳製品の在庫が実質で大幅に低下したことと，その低下の一部がアルコールと砂糖
の在庫増によって埋め合わされたことを示している。全体として記録された在庫減は，前
2 -22表在庫投資にかんする主な指標
年平均 四 半 期 平 均
1981 1982 ＇ 
1981 1982 
第四半期1第四半期1I第四半期I[第四半1V期第四半期1第四半期I1第四半期皿1第四半期1V 
数最指標
農業部門〔a〕 -0.4 -0.4 . . ． . . ． ． . 
乗用車〔a〕 -1.3 -2.9 . . ． ． ． ． ． ． 
器その〔他a〕の輸送機 -0.6 -1.6 ． . ． ． . . ． ． 
鉄鋼〔a〕 -4.6 2.9 . ． . ． . ． ． . 
セメント〔a〕 0.0 -0.5 . ． . . . ． ． 
企業実態調査〔b〕
工業全体 21 16 23 22 19 19 18 15 15 14 
消費財 25 18 26 26 25 23 20 20 17 15 
投資財 4 -4 6 7 4 -1 -1 -1 -9 -6 
中間財 24 19 24 28 21 22 17 18 19 21 
バルセ調ロ査ナ商〔業c〕会議所の
完成品 1. 58 1. 49 1. 59 1. 59 1. 58 1. 56 1. 51 1. 51 1. 48 1. 45 
原材料 1. 37 1. 39 1. 37 1. 38 1. 38 1. 35 1. 36 1. 40 1. 41 1. 38 
出所JMinisterio de Agricultura, ANFAC, UNESID, Ministerio de Industria 
y Energiaおよび Camarade Comercio de Barcelona。
a〕前年の生産高にたいする在庫変動の比率（形）。
b〕在庫が「通常以上」という回答の形と「通常以下」のそれ（彩）との差。
c〕当該在庫を生産するのに必要な平均月数。
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年のそれと実質的に非常によく似ていたので， GDPの成長にたいする寄与度はゼロと推
定された。国産工業製品の在庫も， 1982年には前年よりも低下した。こうしたプロセス
は，最終製品の場合ー一手元の乏しい数量データから確かめられるのだが一ーとくに際立
っていたのに対して， 中間製品や原材料の場合一~数量的な情報は互いに矛盾している
が＿それほど激しくなかった。中期的に定着した悲観的な予想と高い金融コストは，そ
れゆえ工業製品在庫の望ましい水準を押し下げる圧力をかけ続けているのである。必要な
在庫修正は，自動車産業のような場合， 1982年の需要のおおきな活力に助けられたのに対
して，鉄鋼業のような場合，制度的な足かせが調整をさまたげ，経済的観点からは正当化
しがたい在庫増さえ記録された。輸入財の場合，為替レートの減価が予想され，また原材
料の国際市場が非常に有利な状況にあったために，購入の前倒しとそれに続く保管がおこ
なわれた。これによって国産品在庫の低下傾向はかなり埋め合わされたのである。
2. 2. 2. 外国需要
主要なマクロ経済指標の推移にかんする 2-1表で見たように， GDPの成長にたいす
る経常海外余剰の寄与度は， 1982年にプラス〔0.6形ポイント〕であったが， 前年の実績
〔1.9形ボイント〕には及ばなかった。財・サービスにかんする国際貿易のこうした全体
的な動向を決定している要因をある程度詳しく分析しようとすれば，商品貿易については
税関庁 DGAのデータを利用しなければならない。 DGAの推計値は，マクロ経済表 (2
-1表）のそれと一一ある（年の）数値から他のそれへ移る時に行われる調整法が互いに
異なるために，また1981年について用いられた諸単価にある程度の食い違いがあるために
一正確には一致しないけれども， より細分化された分析の遂行を可能にするものであ
る。残念ながら，外国貿易の数値にかんして山積している統計上の問題から，均質な統計
シリーズが手に入る期間と細分化が可能な度合いは非常に限られている。このことは，単
価指数の計算にかんするすでに周知の問題とも相まって，分析に一定の暫定性を与えてい
るが，こうした暫定性は，経済の総需要の推移を理解するうえでその分析が有する重要性
とは，ひどく相いれないものである。
2 -23表から， 1982年の商品輸出の実質成長率は前年実績に比べてすこし低下したが，
しかしエネルギー関連製品と非エネルギー関連製品との配分に重要な変化が伴っていたこ
とに気づくであろう。エネルギー関連製品輸出に見られた非常に強い実質増は，石油製品
の対外取引で生じているある種の商慣行と関連しており，その知識なしには，エネルギー
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2 -23表商品貿易の推移 単位： 10億ペセタ，彩
1980 〔司 i98l 1982 
貿易額〔時価表示〕
総輸出額 1,470.0 1,888.4 2,260.2 
II 変化率 28.5、9 19.7 
エネルギー輸出額 59.0 99.1 159.9 
’ 変化率 68.0 61. 4 
非エネルギー輸出額 1,411.0 1,789.3 2,100.3 
” ， 変化率 26.8 17.4 
総輸入額 2,431.0 2,970.4 3,473.2 
II 変化率 22.2 16.9 
エネルギー輸入額 935.1 1,258.8 1,376.4 
II 変化率 34.6 9.3 
非エネルギー輸入額 1,495.9 1. 711. 6 2,096.8 
II 変化率 14.4 22.5 
単価の変化率
総輸出 20.0 19.0 12.5 
エネルギー輸出 63.0 54.0 -10.0 
非エネルギー輸出 19.1 17.5 14.5 
総輸入 38.1 31. 3 14.5 
エネルギー輸入 7. 7 41.4 13.9 
非エネルギー輸入 21. 2 24.7 15.0 
貿易額〔不変価格表示〕の変化率
総輸出 8.0 6.4 
エネルギー輸出 9.1 79.3 
非エネルギー輸出 7.9 2.5 
総輸入 -6.9 2.1 
エネルギー輸入 -4.8 -4.0 
非エネルギー輸入 -8.3 6.5 
出所〕 DGAと（スペイン銀行）独自の作成による。
切 1980年の数値〔時価表示〕は， 81年以降の数値と同質にするために修正さ
れている。
輸出入の数値のもつ意味を理解するのは難しい〔1〕。
実際， 1982年には，国内市場向けの原油輸入のほかに「マキラ制」のもとで実現された
1)こ，l1)テーマについてわれわれに提供された情報と助言にたいして，税関庁，輸入庁，
そして経済大蔵省専門事務局に謝意を表明しなければならない。
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原油の購入を加えなければならない。こうした購入は，なんらの外貨の持ち出しも生じさ
せなかったが， DGAによって輸入統計に計上されたのであり，原油を精製して得られた
石油製品の外国会社への引渡し（これが「マキラ」の原意である）は，同様に輸出として
計上された。容易に理解できることだが，「マキラ」用原油の流入とそれによる石油精製
品の輸出が一1982年に生じたように一ー数年前よりもずっと大量にのぼる年には，エネ
ルギー関連製品の輸出入の数値は大きな影響をうけるであろう。それゆえ， 2 -23表のエ
ネルギー関連製品にかんする外国貿畠の数値は，もし正確に解釈されないと，貿易につい
て誤った考えを与えかねないのである。そこで，その数量化にあたっていろいろ問題があ
るにもかかわらず，エネルギーの輸入から輸出を控除したデータが，多くの場合に便宜的
に利用されている。
この問題は，もし「マキラ」用に入手した原油からの石油精製品の一部が，国内市場向
けにスペインの精製会社によって買い上げられることになれば，ずっと複雑になるであろ
う。この場合，論理的に言って，そうした石油精製品は税関の統計には輸出として計上さ
れないであろうが，しかし外国企業に当該商品（原油）の支払をするための外貨の持ち出
しが認可される際には一ーそして，その外貨の支払〔これは，後ほど，取引ベースによる
商品貿易収支に組み入れられる〕が「対外取引庁」 Direcci6nGeneral de Transaccio-
nes Exterioresによって指定された統計コードにしたがって「国庫（収支）記録」に記
載される際には＿，貿易収支に二重記帳が行われることになろう。「偽りのマキラ」と
呼ばれるこうしたプロセスは1982年にも起こったが，今後もエネルギー関連製品輸入を分
析する際には考慮されねばならないであろう。
エネルギー輸出に見られた強い加速化ー一その意義については，前段で明らかにされた
ーーに対して，非エネルギー商品輸出は1982年に前年の増加率に比べて大きく後退した。
DGAの数値によれば， 7.9%増から2.5%増になったのである。それにもかかわらず，
1982年のこの増加率は， OECDが推定した OECD諸国全体の輸出の伸び率を，前年に
続いて上回っていた。
1981年に商品輸出が到達した高い実質増加率は，その年に石油輸出国市場で維持された
—そして同年後半には OECD 諸国市場も加わった一ー一強い活力によって説明される。
EEC諸国におけるスペイン製品の競争力〔工業製品価格で実質化した実効為替レートに
よって測定〕は， 1980年後半に低下してゆき，そのため1981年の特にその前半には，同地
域へのスペインの輸出は弱まった。 1981年後半に工業諸国の需要が回復し， また EC諸
国におけるスペインの競争力の低下に歯止めが掛かったので，輸出の実質増はたいへん大
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2 -24表スペインの外国貿易の地域別分布
単位：上段=10億ペセタ，下段＝シェア〔％〕
輸 入 輸 出
ヽ
1980① | 1981 I 1982 1980且〕 I 1981 I 1982 
世界全体 2,450.7 2,970.4 3,473.2 1,493.2 1,888.4 2,260.2 
OECD 1,275.5 1,518.1 1,891.4 961. 7 1, 126. 9 1,392.6 52.0 51. 1 54.5 64.4 59.7 61: 6 
EEC 755.5 861. 9 1,087.7 739.6 812.3 1,036.9 30.8 29.0 31. 3 49.5 43.0 45.9 
合衆国 318.8 412.4 482.0 79.4 126.9 145.5 13.0 13.9 13.9 5.3 6.7 6.4 
カナダ 19.4 20.6 20.9 10.6 16.6 15.2 0.8 0.7 0.6 0.7 0.9 0.7 
日本 60.5 79.4 110.6 19.2 30.0 28.3 2.5 2. 7 3.2 1. 3 1. 6 1. 3 
その他のOECD 121. 3 143.8 190.3 113. 0 141.1 166.7 5.0 4.8 5.5 7.6 7.5 7.4 
OPEC 681. 9 901. 3 929.6 192.9 280.1 340.2 27.8 30.3 26.8 12.9 14.8 15.1 
COMECON 62.0 83.8 107.9 52.7 89.1 60.4 2.5 2.8 3.1 3.5 4. 7 2. 7 
その他の 203.1 287.5 317.9 115. 3 147.4 170.7 
アメリカ 8.3 9.7 9.2 7.7 7.8 7.6 
その他の世界 228.2 179.7 226.4 170.6 244.8 296.2 9.3 6.0 6.5 1. 4 13.0 13.1 
出所〕 DGA 
り 1980年の数値は， その他の年のそれと同質ではないので， 2-23表の数値
と一致しない。
きくなった。 2 -24表に載っている外国貿易の地城別分布は， ここで述べたことを忠実に
反映している。
1982年に世界需要が勢いを失い，その影響はスペインの非エネルギー製品輸出にも感じ
られた。だが， 年平均ではかって， 先進諸国市場が実質でプラスの伸びを達成した一
OECD諸国相互の輸入を比較すれば，それが分かる一ーうえに， スペイン製品の競争力
がわずかながらも向上したという事実は，そうした先進地域へのスペインの販売動向を輸
出全体の実績よりもずっと上向きにさせた原因なのである。石油輸出国市場は，前年に比
べてひどい後退を経験し，また同じことは非産油途上国市場についても生じた。それにも
かかわらずスペインの輸出は，それらの地域においてなんとかシェアを維持したのに対し
て， COMECON諸国では前年よりも穀物の販売が低下したためにその立場は弱まった。
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製品グループ別の輸出を分析するのは，適切な情報を提供する統計が不足しているため
に難しい。とはいえ，いくらか近似的に，実質でi6明らかな後退を見せたのは，農産物
と未加工食料品であったと言うことができる。また．非耐久消費財と耐久消費財〔乗用車
を除く〕は．マイナスの変化率になったはずである。乗用車は，プラント＿とくに，航
空•海上·陸上〔鉄道を除く〕の各輸送機器ー~とならんで，最大の（輸出）伸び率を達
成した製品グループであった。
国際市場でのスペインの輸出動向は， (1983年6月）現在のところたいへん卓越してい
るので，この際，年々の成長率についての単なるコメントを越える若干の考察を—その
考察に含まれる困難な統計的問題を超越（無視）して一—ー加えておこう。
スペイン企業はこの数年来，他の工業諸国で支配的な状況に比べて，平均すると競争力
の弱いコスト条件のもとで生産してきたと断言しても言いすぎではなかろう。多くの機会
に確かめられてきたことだが，国際市場における競争相手の価格にスペインの輸出価格が
適合（追随）してきたという事実は，輸出企業がほとんど中断することなく世界貿易に参
加するにあたって払ってきた（大きな）努力に思い至らせる。こうしたプロセスは緊張を
はらみながら遂行されてきたのであって，その緊張度の軽減に貢献したのが，為替レート
の数次にわたる切下げと一一そして輸出信用をつうじて与えられた有利な融資条件一で
あった。
(1982年） 12月のペセタの切下げは，この数年らい失われていた競争力を回復させた。
しかし，為替レートの動きは一ーもし，すべての生産プロセスが立脚すべき競争力の基盤
を修復させるーような変化が伴っていないのであれば＿なにも解決できず，為替レートの
あらたな変動をひきおこすだけである点を忘れてはならない。
このコメントから引き出せる結論は，商品輸出に関わりがあるだけでなく，輸入側にも
同じような影響力をもっている。スペイン企業で， 特に外国市場に参加していない企業
は，外国の競争圧力に一一言及したルートをつうじて＿悩まされてきた。スペイン経済
の基礎にある競争力不足ー一それは，諸生産単位を市場外にとどまらせている（参入を拒
んでいる）力,,市場内にあってもそれらを不安定な状況下に置いている一ーは，輸入性向
のいくぶん諧在的な上昇をもたらしたに違いない。こうした事実は，すべての成長プロセ
スが経済のいろいろな部門にもたらす乗数効果を減退させ，また最終的には，全体として
の拡張の可能性を，貿易収支に生ずるであろう圧力（赤字）をつうじて奪うことになろう。
商品輸入は1982年に， DGAのデータによれば，前年の一6.9彩に対して2.5形の実質増
加率を示した。エネルギー輸入と非エネルギー輸入に分けるのは，ーーとくに，前者がこの
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節の冒頭で注意を喚起しておいた一連の問題（「マキラ制」のもとでの原油輸入）の影響
をうけていた年には一一明らかに興味深いことであ・る。
DGAの情報によれば， 1981年の4580万トンに対して1982年には4230万トンの原油が輸
入された。そこで，帳簿に載った輸入量の減少は7.6彩であった。石炭，石油精製品，そし
て他の形態のエネルギーが， 10彩を超えるかなりの実質増を達成した点を考慮に入れても
なお，適切なウェート付けをおこなったエネルギー輸入全体は―-2-23表に載っている
ように一ー（実質）で一4%の率になったのである。しかしすでに指摘したように，税関
の帳薄に載った原油輸入のなかには，「マキラ」用に流入したものが含まれており， 1982 
年にこうした項目で購入されたものは，前年の50万トン強に対して400万トンを超えた。
さらに， 1982年に，「マキラ」用に購入された原油からの精製品の必ずしもすべてが輸出
品として外国へ出ていったわけではなく， ほぼ半分がスペイン市場に残ったのである。
税関の輸入数値のほかに， 「偽りのマキラ」からの精製品を購入するのに支払われた外貨
まで上乗せされると， 貿易収支に二重記帳が生じてしまう。そこで，それを避けるため
に国際収支の数値を評価する際に，こうした外貨の総額が当該統計コードから差し引か
れたのであるが，その額は1982年に約4億6600万ドルに達した。
こうした算定によって，「偽りのマキラ」のプロセスに含まれる原油と精製品（貿易）
の結果として1982年の貿易収支に生じかねなかった二重記帳が避けられたが，しかし DG
Aの数値には， -1982年に，そして程度は軽いが1981年にも＿加工（精製）した後，
本来の「マキラ制」のもとで輸出された原油が依然として含まれていた。その量は，近似
的に言って1981年に60万トン， そして1982年に200万トンであったので， スペイン市場向
けの原油（輸入）量の変化率は，上記の一7.6彩に対して一1形前後になり， またエネル
ギー（輸入）全体の変化率も，上述の一4彩の代わりにほぼー7.0形になろう。
1982年のエネルギー輸入全体について推定されたデフレーターは，前年にたいして13.9 . 
彩上昇した。この率が含意する鈍化は非常に重要である。というのも， 1981年にそのデフ
レーターは41.4彩も上昇していたからである〔1〕。
口 1982年の原油の単価は， DGAのデータによれば，ドルで評価して約5%低下したが，
これはペセタ建てでは13彩近い上昇に相当した。こうした数値は，他の情報源による
数値と対照的である。後者の数値によれば， ドル建ての原油単価の低下は1982年に 7
彩に達した〔ペセタ建てでは1形の上昇となった〕はずである〔いずれも近似値〕。
こうした食い違いの原因は， 1981年に DGAが実施した石油の価格付けに求められ
ねばならない。 DGAは，同年の数力月間にわたって若千奇妙な計算結果を示したの
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非エネルギー製品輸入は， 1981年に実質で一8.3形の大きな後退を記録したが，それの原
因は，ペセタの為替レートの減価が輸入価格に及ぼした影響—工業諸国の輸出価格はそ
の年にペセタ建で 24.7形も上昇した―と， 国内生産活動の低いリズムに求められる。
こうした年平均の動向には，同年下半期の非エネルギー輸入の回復が内包されていた。こ
の下半期に，商品輸出の推移によって大いに剌激された内需が回復の兆しを見せ始めたと
同時に，ペセタの減価が上半期に比べて軽微になり，輸入財のペセタ建て価格の上昇も弱
まったからである。これらの要因はすべて， 1982年初めの数力月間一一春以降，輸入が内
需とともに鈍化するまで—―—持続された。その後，非エネルギー輸入はふたたびいくらか
回復したが，この回復はおそらく， 1982年末に親察された活動水準の改善の兆しゃ，ペセ
タの為替レートの将来の推移にたいする予想に関連していた。かくして1982年に，実質で
6.5彩の年平均（非エネルギー輸入）増加率がもたらされたのである。
製品グループ別非エネルギー輸入の分析は，統計上困難が伴うけれども， 1982年におけ
るその推移を理解しやすくするであろう。農産物と食料品は高い実質増を記録したが，こ
れは疑いなく不作と関連していた。原材料，中間財，そして非耐久消費財は，その年に経
済活動が平均して低い水準のままであったので， 〔エネルギーを除くと〕最も低い変化率
をもつグループに属していた。そして，耐久消費財〔乗用車を含む〕と一般機械および陸
上輸送機器は，非常に意味のある実質増加率を達成した。耐久消費財の推移は，民間消費
需要を扱った際にすでに見たけれども，その年のいくつかの所得の動向と関連していたに
違いない。他方，投資が落ち込んでいたにもかかわらずプラントの購入が増加したのは，
（投資とは）たいへん異質の動機に拠っていたものと思われる。
この数年らい，世界経済において，重要な技術革新を出現させてきた諸要素の相対価格
に深遠な変化が生じた。技術面で外国に強く依存しているスペインのような国は，そうし
た技術革新を生産構造に組み入れる最も直接的な方法として，プラント輸入のルートを利
用せざるを得ない。前に分析したような，諸企業を市場外に押しやるコスト条件を伴った
競争力不足の状況下にあって，市場にとどまりたいと欲する諸生産単位は，利用できる新
しい技術を取り入れるために大きな努力をしなければならない。こうしたプロセスは，ス
ペインのプラント輸入の進展に大きな影響を与えてきたに違いないし，またスペインのプ
ラント輸出の推移も，この進展と無関係ではありえない。というのは，スペインより進ん
であって，輸入量については，参照されたいろいろな情報源の間に一致が確かに見ら
れるからである。
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だ諸国の技術革新によって，技術的にそれほど先端的でない生産ラインが（そうした諸国
で）解放され，それら．の市場が技術発展段階の遅れた（スペインのような）国々で分け合
われるからである。
商品輸入の地城別分布は，これまでに分析された商品構成の変化ーーすなわち， OPEC
諸国からの輸入シェアの低下と，スペインに工業製品を主として供給している先進諸国か
らの輸入シェアの上昇ーーを反映している。
1982年における外国需要の推移の分析を終えるにあたって，その一部を構成しているサ
ービス（貿易）について簡単にコメントしておこう。
サービス輸出のなかで， 槻光（旅行収支）の項目の動向が際立っていた。 この項目の
実質増は1982年に5.8彩と推定された；というのも， その名目増加率〔25.3%〕にたいし
て，確かに高い18.4彩のデフレーターが適用されたからである。この18.4%という率は，
1982年の消費者物価指数のうちの観光にかんする情報と見合っており，また，この観光部
門がその年ーーとくに夏まえの数力月間—に及ぼしたインフレ効果を裏付けている。い
ずれにせよ，この部門の展開は1982年に非常に積極的であり，いくつかの活動分野と地域
とに重要な影響を与えたのである。
最後に，サービス輸入は1982年に名目で高い増加率をもったうえに，そのデフレーター
は商品輸入について推定されたのとほぼ同じであったために，その実質増加率は商品輸入
のそれを上回った。
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